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はじめに 

 

太田薫正 

B&Company 代表 

この度、初めて「ベトナムビジネス白書」をお届けできる運びとなりました。昨年前

半に企画を公表した際には、100件を超えるご予約を頂き、心より御礼申し上

げます。発行が当初の予定より遅れましたこと、深くお詫び申し上げます。 

ベトナムは過去20年にわたり、高成長を続けてきました。今世紀、世界的な金

融危機やパンデミック、インフレや不動産不況といった外部ショックを受けながら

も、これほど安定して成長してきた国は世界的にもほとんどありません。体制の安

定、格差の小ささ、治安の良さ、開かれた外交などが、長期的な発展を支える

基盤となっています。 

現在も、人口動態や都市化の進展などを踏まえると、まだ発展は途上であると

言えるでしょう。外国企業がベトナム市場とつながることで生まれる事業機会は、

今後さらに拡大し多様な分野へと広がっていくと考えられます。 

本書の横断テーマは「産業創出への挑戦」とすることにしました。ベトナムはすでに

いくつかの強い産業を抱えていますが、付加価値の創出はまだ十分ではありませ

ん。このため世界的な変革を受け、また高所得国を目指す戦略の中で、ベトナム

政府は半導体、AI、環境などで新たに大きな強い産業を作ることを目指していま

す。人材教育等の社会制度やエネルギー・物流等のインフラ整備も一層進んだ

レベルが必要となります。個別企業にとっては大きな飛躍の機会となり得ますし、

そのような個々の企業活動の帰趨がこれらの「産業創出」ができるかどうか、結局

は決めることにもなるでしょう。この流れに沿った成長分野を重点として本書で取

り上げるテーマ・トピックを選定しました。 

 

本書の目的にふれておきます。弊社 B&Company は、創業以来、日本企業

を中心に、世界各国の企業や政府機関に対して市場調査や事業検討を支援

してきました。ベトナムで事業を行うには正確な情報が欠かせません。入手できる

情報が格段に増えた現在、企業活動にとって求められるのは、次のような情報で

す。 

重点と深さ：経済概況に留まらず、特定の製品・サービスに踏み込んだ内容 

全体感とバランス：一部の事象や個人の体験に偏らず、テーマ全体を見渡した

情報 

事実に基づいた正確性：変化が速い環境に合わせた継続的な更新 

これらは時に相反する要素を含みますが、複数ソースの照合や一次情報取得を

通じ、精度向上を図っていく必要があります。 
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ところで、業界ごとの「基礎となる土台部分」は多くの案件で共通しています。消

費者の生活構造は B2C 全般で重なり合い、B2B においても、ある業界の状況

は別の業界の顧客動向となります。そこで、業界ごとの基礎情報をあらためて整

理し、幅広く共有することでベトナムのビジネス環境について有機的な理解を得る

ことができる、そのような狙いをもって、本書を企画することとしました。 

ベトナムについて一般的な「進出ガイド」やマクロ解説は多数存在しますが、複数

の業界の現状を横断的にまとめた書籍はあまりありません。本書ではこの特徴を

活かすため以下の方針を掲げています。 

• 多様な業界がつくるベトナム経済の連関を俯瞰できる 

• 業界外の読者にも活用できる示唆を盛り込む 

• 変化の背景や主要企業の動きなど、読み物として興味を持てる構成にする 

• 他書・WEB で得られる情報は少なくし、切り口を変えて取り上げる 

• 実務家が読み切れる分量に収める 

1業界数ページという限られた範囲で、どこまで踏み込むべきか迷うこともありまし

た。本来であれば「物流白書」「EC白書」のように、テーマごとに一冊が必要で

す。本書では割愛すべき点は思い切って整理することとしました。本書一冊を一

気に読んでもらうことで、ベトナムの成長分野について立体的な理解を得ていただ

けると考えています。 

 

最後に、本書の編集を一手に担い、日頃からマーケティング業務でも高い品質で

支えてくれている弊社 DAI さんに、感謝します。 

本書が、ベトナム事業に携わる皆さまの基礎理解を更新し、次の一歩を考える

一助となれば幸いです。 
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免責条文 

本レポートに掲載されている資料は、別段の記載がない限り、著作権により保護されており、B&Company の専有

財産である。本書に含まれる情報（将来予測を含む）は、発行日時点で信頼できると判断される情報源から取

得している。B&Company は当該情報が正確であると考えるものの、必ずしも各情報源を独自に検証しているわけ

ではないため、その正確性または完全性についていかなる保証または表明も行わない。読者は、本書に記載された

情報の関連性および正確性を自己の責任において評価するものとする。 

本レポートに関する一切の権利は留保されており、B&Companyの事前の書面による同意なく、本資料、その内容、

またはその複製物の全部または一部を改変し、送信し、複製し、または第三者に配布することを禁ずる。

B&Company は、本書に含まれる情報の使用またはそれへの依拠に起因して生じたいかなる損失、損害、費用、

または支出についても、一切の責任を負わない。 
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本書の記載について 

1. 固有名詞 

地名、人名、企業や組織名などについては、記載箇所ごとにカタカナ表記、アルファベット表記を混在させていま

す。ベトナムの慣習に従い、ハノイ等については市を付けず、ホーチミン市についてのみ人名と区別するため市を付

けて記載しています 

2. 省庁再編／地方再編 

省庁、省市については 2025 年中に大規模な統合が行われました。原則としては新たな分類に従いますが、そ

の時点以前の動きや統計などについては旧分類で記載する場合があります。旧○○などの表示も併用します 

3. 住所 

上記 2．と同様にします。特に、ハノイやホーチミン市の区について適宜新旧の表示を用いる場合があります 

4. 通貨 

原則米ドルで記載しますが、内容により、円やドンを用います。換算が必要な場合は Vietcombank の適切と

思われる日付のレートで換算しています 

5. 資料 

発表組織名での記載を主とし、文書名を場合により補足しています。弊社のヒアリング等で得られた情報は

「B&Company 分析」と記載します 

6. 一般略語 

冗長を避けるため、通用度の高い用語は略語記載とします 
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B&Company 企業データベースについて 

概要 ベトナムのほぼ全ての企業が対象: 

• B&Company ではベトナムで操業中の企業のほぼ全て、約 100 万社の企業情報をデー

タベース（DB）化しています。これには国内企業・外資企業が含まれます 

• 使用したデータは、2023 年末時点のものです（現在、弊社では 2024 年データの利用が

可能となっていますが、本書には反映しておりません） 

内容: 

• 掲載企業は業種別（ベトナム企業分類 VSIC コード）に分類されており、売上高・従業

員数などのデータを基に、企業の探索・分析が可能です 

• 内容は企業名、所在地、設立年、法人形態、出資者国籍、業種、売上、利益、従業員

数、など 100 項目以上にわたります 

• 業種別での企業数や売上高データを用いた分析により、特定業界の市場動向・業界構造

といった概要把握が可能です 

• ベトナム当局から得られたデータに過去の当社事業活動から得られた情報を組み合わせ、

さらに他の情報源から得られたデータとの比較検証も適宜行っています 

• ただし、全てのデータの正確性を保障するものではなく、特に業種については企業ごとの主要

事業で登録しているため、複数事業を営む企業について 2 番目以降の事業が漏れる場合

があります。弊社で顧客サービスを行う際には通常、本 DB を元に WEB サイトや簡易電話

ヒアリング等で情報の確認、補完を行っています 

• 当社が過去に行った企業リスト提供(簡易架電を含む)や市場概要レポートの提供に関す

る支援事例は、こちらからご覧頂けます 

本書での利用 業界分析: 

• 業種ごとの売上等の推移に用いています。単純な合計のため、１つの完成品とそれに関わ

る部品・材料が、商流の中で複数回カウントされることがあり、正しい業界市場規模より大

きくなる可能性があります 

主要企業リスト: 

• 各分野の主要企業リスト作成を行った際には、主に売上順で企業を選択しています。ただ

し、売上額そのものは本書では割愛しています 

特定企業の情報: 

• 特定の企業に関する詳細情報(例: 財務情報)を利用している場合があります 

 

https://b-company.jp/ja/introducing-our-project-expansion-of-the-plating-industry-in-southern-vietnam/


 

   
                                                                                                    

     7 
 

略語 

ベトナムの

組織・機関 

EVN 電力公社 Vietnam Electricity Corporation 

MARD 農業環境省 
Ministry of Agriculture and Rural 

Development 

MOF 財務省 Ministry of Finance 

MOH 保健省 Ministry of Health 

MOIT 商工省 Ministry of Industry and Trade 

NIC 国家イノベーションセンター National Innovation Center 

VINASME ベトナム中小企業協会 
Vietnam Association of Small and 

Medium Enterprises 

VNFF ベトナム森林保護開発基金 
Viet Nam Forest Protection and 

Development Fund 

VOAA ベトナムオーガニック農業協会 
Vietnam Organic Agriculture 

Association 

外国の組

織・機関 

CIFOR 国際森林研究センター 
Center for International Forestry 

Research 

GIZ ドイツ国際協力公社 
German Agency for International 

Cooperation 

ILO 国際労働機関 International Labour Organization 

IRRI 国際稲研究所 International Rice Research Institute 

電力・エネ

ルギー 

DPPA 直接電力購入契約 Direct Power Purchase Agreement 

PPA 電力購入契約 Power Purchase Agreement 

FiT 固定価格買取制度 Feed-in Tariff 

PDPs 電力開発計画 Power Development Plans 

COD 商業運転開始日 Commercial Operation Date 

カーボン・

森林 

NDC 国別削減目標 Nationally Determined Contribution 

REDD+ 
途上国の森林減少・劣化によ

る排出削減 

Reducing Emissions from Deforestation 

and Forest Degradation 

ERPA 排出削減支払契約 
Emission Reductions Payment 

Agreement 

貿易・生産 
FTA 自由貿易協定 Free Trade Agreement 

ODA 政府開発援助 Official Development Assistance 
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PPP 官民パートナーシップ Public-Private Partnership 

ENT 経済的必要性テスト Economic Needs Test 

FOB 本船渡し Free On Board 

CMT カット、メイク、トリム Cut, Make and Trim 

ODM オリジナルデザイン製造 Original Design Manufacturing 

技術・制

度・指標 

EDA 電子設計自動化 Electronic Design Automation 

IC 集積回路 Integrated Circuit 

OSAT 半導体後工程受託 
Outsourced Semiconductor Assembly 

and Test 

DMS 物流・流通管理システム Distribution Management System 

CEFR ヨーロッパ言語共通参照枠 
Common European Framework of 

Reference for Languages 

CPI 消費者物価指数 Consumer Price Index 

CPN 化粧品製品届出 Cosmetic Product Notification 

CCA 完成・検査証明書 Completion and Acceptance Certificate 
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AI 

半導体

農業副産物 

電気自動車（EV）・ハイブリッド車 

省再編と経済・投資への影響 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 
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https://b-company.jp/ja/vietnam-business-whitebook-2025/
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米国関税制度の下で脅かされる貿易 

労働市場：デジタルトランスフォーメーション 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 

 

< > 

https://b-company.jp/ja/vietnam-business-whitebook-2025/
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服飾は主要産業であり、長期にわたり世界の衣料品輸出国のトップ3に留まってきた。2024年の輸出額は約440

億ドルで、主な輸出先は米国、EU、日本、韓国である。工場は南北中部の主要都市周辺に集中している。しかし

行程は CMT（カット、メイク、トリム）が主であり、生地や綿花など材料輸入に大きく依存している。付加価値向上

に向けて、素材の国産化、生産行程における環境対応や高度化が課題となっている。貿易協定の原産地規則もこ

の動きを後押しする要因となってくるだろう。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

繊維衣料品輸出額 十億ドル 35.2 39.0 44.0 40.3 44.0 

繊維衣料品小売額 十億ドル 8.4 7.2 8.3 9.4 10.2 

繊維製造企業数1 千社 5.2 5.0 4.8 5.8 NA 

衣類製造企業数2 千社 9.8 10.0 9.7 12.4 NA 

資料：統計総局、B&Company 企業データベース 

規制 

政府は繊維アパレル分野への投資を歓迎している。繊

維製造は 100％外資が可能である。繊維産業は投

資優先分野に分類されており、一定の基準を満たせば

支援や税制優遇を受けられる。例えば、工業団地にお

ける大規模な繊維染色プロジェクトは、法人所得税減

免や設備輸入関税の免除を受けられる場合がある。 

2022 年末の首相決定「繊維衣料産業発展戦略

2030・ビジョン 2035」（1643/QĐ-TTg）では、持

続可能な成長と高付加価値化を掲げている。目標の

一つは、輸入材料依存を減らすことであり、2030 年ま

でに生地・付属品 70％の国内生産を目指している。

達成のため、繊維生産、高品質糸、生地染色仕上、

特に環境に優しい技術を用いた事業への投資が求めら

れている。 

 
1 原材料の生産 
2 最終製品（縫製品）の生産 

政府はまた、染色・生地関連事業を誘致するため、近

代的な排水処理設備を備えた繊維工業団地の設立

を奨励している。環境規制は汚染性の高い工程に対

して厳しくなっている。新たな染色・仕上工場は通常、

環境影響評価を取得し、集中排水処理施設が整備

された地域に立地しなければならない。地方当局（ド

ンナイ省や旧ナムディン省など）も、潜在的な汚染リス

クのある繊維プロジェクトを制限したり精査したりしてい

る。クリーンな生産を目指す国家目標に沿った対応で

ある。 

市場概要 

繊維・衣料産業は世界的にみても強く、国の成長を牽

引している。現在、中国・バングラデシュに次ぐ世界 3

位の繊維・アパレル輸出国である。主要な海上・経済

回廊の交差点に位置するベトナムは、主要な国際海

運ルートへの直接アクセスが可能で、北米、欧州、北

アパレル市場 

 

< > 
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東アジア、ASEAN 諸国など主要市場への効率的かつ

低コストな輸送ができる。さらに、世界最大の繊維原材

料供給国である中国にも近接しており、生産・消費市

場の双方の企業と連携しやすい。 

輸出は COVID-19 パンデミック後に目覚ましい回復を

示し、2023 年に 403 億ドルで3国の総輸出額の約

12.5%を占めた。2024 年には、世界的な需要減速

の中でも、440 億ドルに成長した4。2025 年最初の 5

か月間では、およそ 180 億ドルで 2024 年同期比で

10％増加している5。2023年、ベトナムは米国市場へ

の第 2 位の衣料品輸出国であり、EU、日本、韓国へ

の主要な供給国でもある。 

米国は輸出の約 38%を占め、次いで日本（10.1%）

と韓国（8.2%）が続く6。 

 

 

繊維・衣料品の輸出額 

単位：十億ドル 

 

資料：統計総局 

繊維・衣料品の輸出先（2024） 

100%＝4,410 億ドル  

 

資料：ベトナム税関総局 

 
3 VIR (2024) <アクセス> 
4 B&Company (2024) <アクセス> 

5 Vneconomy (2025) <アクセス> 
6 ベトナム税関総局 <アクセス> 

27.5
23.8

31.0
36.0 38.9

35.2
39.0 44.0 40.3 44.0

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

44

13
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4

18
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アメリカ 

EU 

日本 

韓国 

中国 

その他 

https://vir.com.vn/vietnams-textile-sector-brings-in-37-billion-in-fdi-111059.html
https://b-company.jp/vietnam-is-an-ideal-hub-in-the-global-textile-industry/
https://vneconomy.vn/chu-dong-truoc-bien-dong-thi-truong-xuat-khau-det-may-van-tang-truong-kha-quan.htm#:~:text=nghi%E1%BB%87p%20kh%C3%A1%20t%E1%BB%91t%E2%80%A6-,5%20th%C3%A1ng%20%C4%91%E1%BA%A7u%20n%C4%83m%202025%2C%20ng%C3%A0nh%20d%E1%BB%87t%20may%20%C4%91%E1%BA%A1t%20t%E1%BB%95ng,v%E1%BB%9Bi%20c%C3%B9ng%20k%E1%BB%B3%20n%C4%83m%20tr%C6%B0%E1%BB%9Bc
https://www.customs.gov.vn/index.jsp?ngon_ngu=vn


 

   
                                                                                                    

     17 
 

生産は一定地域に集中している。南部地域（ホーチミ

ン市、ドンナイ、ビンズオンなどの周辺地域）は、サイゴ

ン港・カイメップ深海港など発達した港湾インフラと人材

蓄積により数十年にわたり発展を続け、最大のアパレル

製造拠点となっている。北部（ナムディン、ハノイ、ハイ

ズオンなど）、中部地域（タインホアなど）にも重要な

繊維クラスターが存在し、一部は糸や織物の生産に特

化している。例えば、ナムディン省には 2025 年時点で

6,000 を超える繊維・衣料工場（小規模な農村作

業場を含む）があり、地域雇用に貢献している。 

サプライチェーンは 3 行程で構成される。上流（繊維・

糸生産）、中流（生地生産・染色）、下流（衣料

品製造）である。業界は依然として下流の縫製加工

（CMT）に大きく依存している。ベトナム繊維アパレル

協会によると、3,800 社の繊維工場のうちおよそ 70％

が縫製、23％は紡績・織布で、染色／仕上はわずか

4％である7。生地、糸、綿花など原材料は輸入に依

存し、投入資源の 40％、綿花では大部分（99％）、

生地の大部分を中国や韓国などから仕入れている。

2024 年の生地輸入額は前年と比べて 15％増加し、

約 150 億ドルに達し、ベトナム第 3 の輸入品目となっ

ている。大半は中国からだが、韓国、台湾、日本、タイ

なども主要な供給国である8。 

競争 

中国は、膨大な労働力と生産技術の熟練により、依

然として最大の繊維輸出国である。ベトナムの市場シェ

アは、2019 年から 2023 年にかけて 5%から 5.2%

の範囲で安定しており、他の主要輸出国と比較しても

堅調である。バングラデシュは 2021 年にベトナムを上

回り、引き続き成長を続けて第 2 位となり、インドも

2023 年に 4.7%のシェアで主要国となっている。トルコ

は 2023 年に急激な増加を示し、サステナビリティと繊

維分野におけるハイテクソリューションを強みとして、シェ

ア 4.8%に達した。 

一方で、ベトナムは製品の多様性と品質で知られてい

る。一部の競合国が低価格の基本的なアパレルに特

化しているのとは異なり、ベトナムは基本的な T シャツか

ら高付加価値のスポーツウェア、スーツ、ハイテク素材衣

料、水着、テーラードスーツまで、幅広い製品を生産し

ている。雇用は約 300 万人で、技能と生産性が評価

されている。人件費は上昇傾向にあるものの、依然とし

て競争力が高い水準にとどまっている。2020 年から

2023 年にかけて、ベトナムの平均月給は約 300 ドル

でバングラデシュ95ドルやインド145ドルと中国約330

ドルの中間であり、中程度のコストで高品質な生産拠

点として位置付けられている9。 

繊維・衣料工場 

 

資料：Dantri

 

 

 

 

 
7 Vietnam briefing (2025) <アクセス>  
8 Vnbusiness (2024) <アクセス> 

9 Vietnam News (2024) <アクセス> 

< > 

https://www.vietnam-briefing.com/news/seizing-investment-opportunities-vietnams-textile-garment-industry.html/
https://vnbusiness.vn/thi-truong/9-thang-kim-ngach-nhap-khau-vai-tiep-tuc-tang-hon-67-den-tu-trung-quoc-1103019.html#:~:text=%C4%91%E1%BA%A7u%20n%C4%83m%202023.-,V%E1%BA%A3i%20may%20m%E1%BA%B7c%20nh%E1%BA%ADp%20kh%E1%BA%A9u%20v%E1%BB%81%20Vi%E1%BB%87t%20Nam%20c%C3%B3%20t%E1%BB%9Bi,so%20v%E1%BB%9Bi%20th%C3%A1ng%209/2023.
https://vietnamnews.vn/economy/1661943/garment-industry-improves-productivity-to-reduce-pressure-from-high-labour-costs.html
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繊維輸出国の世界シェア 

単位：% 

 

資料：World Population Review 

事業者 

B&Company の企業データベースによると、2023 年

時点でベトナムの繊維・縫製産業にはおよそ 1 万

8,000 社が存在している。内訳は、零細企業が 62％、

中小企業が 34％、大企業が 4％となっており10、多く

が小規模である一方で、大企業も存在感がある。 

これらの企業の総従業員数は約 180 万人に達し、1

社当たりの平均は約 100 人となる。全業界平均 15

人と比べ 7 倍にあたり、繊維・縫製産業が労働集約型

産業として極めて高い雇用吸収力を持つことがわかる。

また、売上上位10社においては、いずれの企業も概ね

5,000 人以上を雇用している。 

大手メーカーは、国営、民間企業、外資が混在してい

る。上位企業をみると、CMT／輸出分野で国内企業

が優勢である一方、素材分野では FDI 企業が活躍し

ている。 

主要事業者 

No 会社 設立 国 本社 状況 

1 Vietnam National 

Textile & Garment 

Group（Vinatex） 

1995 ベトナム ハノイ ベトナム最大の繊維・衣料グループで、

糸・生地・衣料品にわたる全国企業グル

ープ 

2 Viet Tien Garment 

(VGG) 

1977 ベトナム ホーチミン市 フォーマルウェア・受託製造。Vinatex 傘

下 

 
10 零細企業：年間売上高 30 億ドン未満、中小企業：年間売

上高 30 億ドン以上 2,000 億ドン未満、大企業：年間売上高 

2,000 億ドン超 

32.1 31.6 36.0 32.3 32.2 32.3

5.0 4.5
4.8

5.3 6.1 6.1
4.7 5.1

5.0 5.0 5.2 5.23.6 3.7
3.9 4.1 3.9 4.84.6 4.5
3.7 4.7 4.4 4.7

50.0 50.7 46.7 48.6 48.2 47.0

2018 2019 2020 2021 2022 2023

バングラデシュ 
ベトナム 

インド 
トルコ 

その他 

中国 

100%= 813 799 774 870 930 799 10 億米ドル 

< > 
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3 Garment 10 (Garco 

10) 

1946 ベトナム ハノイ シャツ、スーツ、ユニフォームの老舗輸出業

者。軍服工場が起源 

4 TNG Investment & 

Trading (TNG) 

1979 ベトナム タイグエン グローバルブランド向けの衣料品を、関連

製品とともに製造 

5 Thanh Cong Textile- 

Garment 

1976 ベトナム ホーチミン市 垂直統合（糸－生地－染色－衣料） 

6 Song Hong Garment

（MSH） 

1988 ベトナム ナムディン アパレル・ホームテキスタイル／寝具の輸出 

7 Duc Giang Garment 

(DUGARCO) 

1990 ベトナム ハノイ 世界的ブランド顧客に輸出 

8 Nha Be Garment 

(NBC) 

1973 ベトナム ホーチミン市 多角的な製品ラインと全国拠点を持つ南

部メーカー 

9 Texhong Hai Ha 2006 中国 クアンニン 世界的な綿糸グループ 

10 Hyosung 2007 韓国 ドンナイ スパンデックス素材の旗艦拠点（タイヤコ

ードにも利用）。「ファイバーバリューチェー

ン」、バイオファイバー事業 

資料：B&Company 

最大手 Vinatex が幅広い地域で糸、織物、衣料品

工場を展開する一方で、Thanh Cong（TCM)は 紡

績から縫製までの一貫が可能である。アパレルでは、

Viet Tien・Garment 10 (May 10 ブランド)が、オフ

ィスウェア、ファッション分野で強く、Viettien、San 

Sciaro（Viettien のブランド）などとともに上位に現

れる。TNG は次世代を代表する FOB（完成品輸出） 

/ODM（オリジナルデザイン製造）の対グローバルブラ

ンド輸出業者である。 

市場動向 

自由貿易協定（FTA）：広範な FTA ネットワークが

成長の原動力となっている。CPTPP や EVFTA によ

り、主要市場への関税が引き下げられ、ベトナムの競

争力が高まった。 

 
11 MOIT (2024) <アクセス> 

ベトナムは 2019 年 1 月に CPTPP に加盟した。発効

前の 2018 年には、繊維・縫製品の輸出総額が約

360 億ドルであり、そのうち CPTPP 加盟国向けは約

53 億ドル（約 14.7％）であった。これに対し、2024

年年初 8 か月の繊維・縫製品輸出額は約 320 億ド

ルに達し、CPTPP向けは約16％（金額換算で約51

億ドル）を占めている11 。 CPTPP が輸出増に貢献し

ていることがわかる。 

一方、FTA には「原産地」条件があり、原材料産業を

発展させることが必要となっている。近年、原産地規則

を満たすことでの FTA 関税優遇を目的とした（特に中

国、台湾からの）繊維工場への投資が増加した。 

サプライチェーンの変化：地政学的要因（米中貿易

摩擦）や中国のコスト上昇により、アパレルの生産や

< > 

https://moit.gov.vn/tin-tuc/thi-truong-nuoc-ngoai/xuat-khau-det-may-hien-thuc-hoa-co-hoi-tu-hiep-dinh-cptpp.html?
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投資が中国からベトナムへとシフトしている。多くの国際

ブランドがベトナムでの調達を拡大した。 

NIKE、Adidas、UNIQLO、H&M、ZARA、PUMA、

Decathlon、Gap など多くのグローバルブランドは現地

工場と提携して自社製品を生産しており、ベトナムを自

社グローバルサプライチェーンを支える重要な柱の一つと

位置づけている。

ベトナムで製造するブランドの例 

ブランド 活動 主な製品 ターゲット市場 

NIKE • ベトナムは NIKE の総生産量の 28％を占めてお

り、最大となっている。Nike の靴のおよそ半分はベト

ナムで生産されていると見積もられている 

• 靴・アパレルの両方で最大の製造拠点で、ホーチミ

ン市を中心に 98 のサプライヤーと約 160 の工場で

およそ 50 万人が雇用されている 

• フットウェア 

• アパレル 

• アクセサリー・スポ

ーツ用品 

• 北米 

• EU 

• アジア 

Adidas • 過去 10 年間で、生産の大部分を中国からベトナ

ムへ移した。2017 年、ベトナムは Adidas の靴の

44%を生産しており、2024 年には最大調達国と

なっている 

• 主にホーチミン市、ドンナイ省、ビンズオンに約 5０の

パートナー工場がある 

• フットウェア 

• アパレル 

• アクセサリー・スポ

ーツ用品 

• 北米 

• EU 

• 日本 

UNIQLO • 20 年以上にわたりベトナムから調達を行っており、

同国をアジアにおける主要な、中国に次ぐ 2 番目に

大きい製造拠点へと育てた 

• 45 社のベトナム企業と 24 万人の労働者がユニクロ

製品の生産に関わっている。低コストの追求に加

え、生産性・品質・持続可能性の向上を目指し長

期的なパートナーシップに注力している 

• アパレル 

  

• 日本 

• 中国 

• 東南アジア 

資料：B&Company 分析 

サステナビリティとコンプライアンス：持続可能で倫理

的な生産への関心が高まっている。政府・製造業者は、

輸出先からの厳しい環境・労働基準（例：EU の持

続可能繊維戦略）に対応している。2020 年から

2025 年にかけて、多くのベトナムの紡績工場や製造

工場が、環境に配慮した技術（太陽エネルギー、水を

使わない染色、廃水処理など）に投資し、OEKO-

TEX や GOTS などの認証を取得した。政府の「繊維

衣料産業発展戦略 2030」も持続可能性を強調して

 
12 Tuoi tre (2023) <アクセス> 

おり、業界全体で単位当たりの水・エネルギー使用量を

15～20％削減することを目指している。 

しかし全体としては、持続可能性の取り組みは遅れて

おり、グローバルな取引においてリスクとなっている12。バ

ングラデシュは国内の繊維、布地、染色生産の開発戦

略を進め、輸入依存度を低減し、貿易協定への対応

を強める一方で、低い労働コストとサステナビリティ投資

により、強力な競争相手となっている。競争力を維持す

< > 

https://tuoitre.vn/nganh-det-may-mat-don-hang-ve-tay-banglades-vi-cham-chuyen-doi-xanh-20230525164115251.htm?
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るために、ベトナムはよりグリーンで高付加価値な生産

への移行を加速し、コスト・持続可能性の両面で高ま

る課題に対応するために技術力を強化する必要がある。

バングラデシュとの差を縮めるためには、ベトナムは製造

業における環境基準・認証への取り組みを一層重視す

るとともに、特に生地などの主要な原材料の管理を段

階的に強化することで、付加価値を高めることができる。

高品質な繊維製品の開発とバリューチェーン全体の強

化が相まって進むと考えられる。 

バリューチェーンの高度化：ベトナムは、純粋な CMT

契約から、OEM や ODM などの高付加価値モデルへと

徐々に移行している。大手企業はより多くの付加価値

を得るため、デザイン、ブランディング、自動化への投資

を進めている。政府も「低賃金労働」への依存を回避

するため、高度化を奨励している。2025 年までに、国

内企業は FOB・ODM 受注比率を高めることが期待さ

れている。一方で、いくつかの国内ブランドは国内市場

で存在感を高めようとしている。
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工業用不動産規制は明確である。土地は引き続き国有であり、外国投資家はリースを通じて長期の土地使用権

を確保する。ハイテク・輸出プロジェクトなどには税制優遇や地代優遇の恩恵もある。成長は、国営デベロッパー・外

国資本によって支えられ、「China+1」の製造機能移転や物流・EC 需要に後押しされている。主なトレンドとしては、

周辺省への拡大やスマート／グリーン工業団地の開発が挙げられる。土地取得、熟練労働力確保、地域間競争と

いった難しさがあるものの、中期的な見通しは引き続き良好である。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

工業用地面積 千 Ha 73.6 82.6 NA 98.6 89.8 

工業団地 団地数 369 397 403 414 433 

北部工業団地土地賃貸価格 ドル/m2/賃貸期間 NA 109 120 123 133 

南部同上 同上 NA 151 166 173 189 

FDI 流入 十億ドル 5.0 3.6 4.5 5.3 6.3 

資料：統計総局、Cushman& Wakefield 

規制 

すべての土地は国家に帰属し、外国人は土地を所有

することはできない。投資家は通常最長 50 年間のリー

スで土地使用権を保有し、承認を得れば延長可能、

長期間とできる可能性もある。また、リース地に建設し

た建物や設備を所有することができる。 

実務上、外資の工業団地開発業者は、国から土地を

賃借し、インフラを建設した後、区画のサブリースや建

設済工場・倉庫の賃貸をテナントに行う。開発業者は、

投資認可、計画、用地取得、環境許可、建設、消防

などの手続を実施し、土地利用・インフラ・サービス料金

を通じて投資回収を行う。テナントは開発業者から土

地をサブリースまたは既存施設を賃借し、その区画上に

自社の工場や設備を建設・所有することができる。自

社の投資認可、環境許可、自社建設の場合の建設

許可、消防の手続、電気水道工事などを行う。要件を

満たせば輸出加工企業として設立することが可能であ

る。サブリース期間は、団地の残存期間を超えることは

できない。 

開発業者がすでに全体の土地権利・承認を得ているた

め、工業団地や経済区はメーカーの進出を円滑化でき、

外資製造業の主要な設立方法となっている。多くの開

発業者は外資との合弁（例：Amata、VSIP）であ

る。税制面では、標準的な法人所得税率は20％であ

るが、ハイテク、輸出志向、大規模、または経済区内の

プロジェクトなど、要件を満たすプロジェクトには優遇税

率（例：一定期間 10～17％）、税控除・減免、現

地生産不可機械の輸入関税免除、開発業者へ支払

う土地賃料の軽減などが適用される場合がある。 

市場概要 

工業用不動産市場は、安定成長しており、パンデミック

期間中むしろ拡大した。このブームは、強力な FDI 流

入とグローバルサプライチェーンの変化によっている。安

産業用不動産市場 

< > 
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定した経済成長や貿易協定が、電子機器、繊維、機

械 な ど の 製 造 業 者 を 引 き 付 け て い る 。 特 に 、

「China+1」戦略による生産地多様化が、多国籍企

業のベトナム工場設立を後押ししている。Samsung、

LG、Foxconn などの電子機器大手は生産を拡大し

ており、何百万平方メートルもの工場用地需要を生み

出している。 

2024 年時点で、およそ 89,900Ha、435 の工業団

地がある。主要な生産地ホーチミン市, ドンナイ, バクニ

ン, ハイフォン、ロンアンに投資の多くが向かっている。稼

働率は全国平均で約 80%、主要地域（ハノイ・ホー

チミン市を中心とした北部・南部地域）では 88～

90%に達している13。 

工業団地面積 

単位：千 Ha 

 

資料：Savills 

ベトナムは、工業用地費が比較的に安く、ASEAN の

中心に位置するのも利点である。2024 年、平均価格

は北部 133 ドル/m²、南部 189 ドル/m²である。南

北の価格差があるが一部では縮小しており、ハイフォン

とハイズオンは特に価格が上昇している14。   

2018 年以降、レンタル工場や倉庫も増加している15。 

2024 年、レンタル工場の床面積は 1,030 万 m²で

稼働率は 76％だった。物流・製造倉庫は 770 万 m²

で稼働率 77％だった。製造業の力強い拡大により、

賃料・稼働率は上昇傾向にある。 

主要企業 

工業用不動産市場には、国営デベロッパーと、外国投

資企業が存在している。以下に、工業団地のほか、物

流施設デベロッパー／オペレーターを示す。 

主要事業者 

No 会社 国 設立 本社 概況 

1 Becamex 

IDC 

ベトナム 1976 ビンズオン ベトナムを代表する国有の工業デベロッパーで、もと

地方貿易会社。多数の工業団地（例：ビンズオ

ン省 My Phuoc）を開発し、VSIP を共同設立 

 
13 Vietnam briefing (2025)  <アクセス> 
14 Vietnam briefing (2025)  <アクセス> 

15 Cushman& Wakefield (2024) <アクセス> 

64.0 65.0 65.6
73.6

82.6
89.1 89.8

2017 2018 2019 2020 2021 2023 2024
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https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-industrial-zones-2025-2030-growth-outlook.html/#:~:text=With%20over%20400%20planned%20industrial,production%20hub%20in%20Southeast%20Asia
https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-industrial-zones-2025-2030-growth-outlook.html/#:~:text=On%20rental%20prices%2C%20northern%20industrial,rise%20from%20the%20previous%20year
https://www.cushmanwakefield.com/en/vietnam/insights/the-strong-development-of-industrial-real-estate-in-vietnam#:~:text=in%202024%2C%20gradually%20establishing%20itself,manufacturing%20hubs%20in%20Southeast%20Asia
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No 会社 国 設立 本社 概況 

2 VSIP シンガポール 1996 ビンズオン Becamex が 49%、シンガポール資本

（Sembcorp 等）が約 40%を所有する合弁

事業。全国で 11 の大規模工業団地（ビンズオ

ン、クアンガイ、ハイフォン、バクニン、ハイズオン、ゲ

アンなど）を開発 

3 Kinh Bac City 

Development 

(KBC) 

ベトナム 2002 バクニン 民間を代表する工業団地開発業者。ベトナム北

部に特化。主な拠点は、Que Vo・Trang Due

工業団地（Samsung・LG 工場が所在）、

Quang Chau 工業団地（バクザン） 

4 Viglacera 

(VGC) 

ベトナム 1974 ハノイ 12 以上の工業団地（約 4,000Ha）を運営

（バクニン、タイビン、フート、ハナムなど）。

Samsung が入居 

5 Amata タイ 1994 ドンナイ タイの大手工業団地開発業者であり、3 つの環境

配慮型工業団地を展開：Amata City Bien 

Hoa（ドンナイ）、Amata City Long Thanh

（ドンナイ）、Amata City Ha Long（クアンニ

ン） 

6 DEEP C  ベルギー 1997 ハイフォン ハイフォン・クアンニンにまたがる大規模な工業・港

湾連携型クラスターを開発 

7 BW 

Industrial 

Development 

ベトナム 2018 ホーチミン市 主要な省市（ハノイ、ハイフォン、ホーチミン市、ド

ンナイなど）において、即入居可能な工場や倉庫

を提供する賃貸型工業・物流プラットフォームのリー

ディング企業 

8 WHA タイ 2017 ゲアン 北中部地域での国際基準工業団地。ドンナム経

済区第 1 期 498Ha から開始 

9 GLP シンガポール 2020 ホーチミン市 ハノイ・ホーチミン市周辺の近代的な倉庫に特化。

自らのベトナム開発ファンドを通じて事業を展開す

る大手物流不動産デベロッパー 

10 Core5 日本 2022 ハノイ クラス A の完成済工場・倉庫を提供。2022 年ハ

イフォンで最初のプロジェクト着工、全国へ展開 

資料：B&Company 分析

 

< > 
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市場動向 

2024 年には、工業用・物流用不動産が外国人投資

家に注目され、全不動産分野の中で取引量が最大と

なった。北部の工業団地では、電子機器や電気自動

車生産の拡大で、400Ha 以上の土地が工業用地と

して追加された。一方、南部では約 265 ha であった

（供給可能な物件が限られているため、成長は緩やか

だった）16。物流・電子商取引の急成長も加速要因と

なっており、倉庫・流通センターの需要が高まっている。

コールドストレージ・ラストマイル向け施設は年間 25%

で成長した17。EC の成長により、近代的な倉庫スペー

ス（約 50 万 m²）が不足している。主要港湾都市で

は不足を受けて、多くの物流パークが建設されようとして

いる。 

もう一つの傾向は、新たな産業地域やモデルの出現で

ある。製造業の拠点としては、従来からの南部（例：

ドンナイ、ビンズオン) ・ 北部(バクニン, ハイフォン) など

がある一方で、投資家はティア 2 の省（例：ゲアン、タ

イビン、ダクラク、フート）にも注目している。土地が安

価で（一部の中部省では工業用地が 60～90 ドル

/m²）18、大規模プロジェクト（例：ゲーアン省の

Foxconn 数十億ドル規模工場）を誘致できるように

なった。土地コストが低いため最大 12～15％の賃貸

利回りが可能となっている。 

ゲアン省工業団地の Foxconn 電子部品工場建設 

 

資料：Nhadautu 

デベロッパーは、テクノロジーを用いた工業団地の近代

化も進めている。「次世代」工業団地には、労働者向

け住宅、R&D センター、スマートインフラ（IoT、5G）

が備わっている。政府はグリーン工業開発を推進してお

り、2030 年までに工業団地の 30％が環境に配慮し

た基準を満たすことを目指している。太陽光発電、リサ

イクル素材の活用、団地内での排水リサイクルが促進さ

れている。新しい工業団地（例：フンイェン省の

Korea-Viet Nam グリーン工業団地）で、特にこうし

た動きが見られる。 

2030 年までに 220 以上の新しい工業団地が計画さ

れており、既存の団地も拡張しているため、供給は増

加する。しかし、需要もそれに見合って増加すると予想

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
16 Vietnam briefing (2025) <アクセス> 
17 Vietdata (2025) <アクセス> 

18 Vietdata (2025) <アクセス> 

< > 

https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-industrial-zones-2025-2030-growth-outlook.html/#:~:text=CBRE%2C%20a%20global%20leader%20in,southern%20region%20achieved%2089%20percent
https://www.vietdata.vn/post/vietnam-s-industrial-real-estate-market-vision-to-2030?srsltid=AfmBOooc5HDQoLlal6LjLYK8nCXLu7srstiKvP9xc79-xtKb5ICaICfx#:~:text=Modern%20Logistics%20and%20Multimodal%20Warehousing%3A,to%20optimize%20the%20supply%20chain
https://www.vietdata.vn/post/vietnam-s-industrial-real-estate-market-vision-to-2030?srsltid=AfmBOooc5HDQoLlal6LjLYK8nCXLu7srstiKvP9xc79-xtKb5ICaICfx#:~:text=Modern%20Logistics%20and%20Multimodal%20Warehousing%3A,to%20optimize%20the%20supply%20chain


 

   
                                                                                                    

     26 
 

 [スペシャルトピック] 

産業用不動産 M&A の活発化 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 
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拡大する需要に後押しされ、改訂版 PDP8 を骨格としてよりバランスの取れた電力システムへの移行が進められてい

る。風力、太陽光、ガスがより大きな役割を担い、送電の強化、蓄電、LNG インフラの構築が安定運用を支える。

民間資本は電力購入契約（PPA）やプラットフォーム取引を通じて再び参入を強めているが、成否は、信用力のあ

るスキーム設計、明確な許認可、柔軟な送電網アクセスにかかっている。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

発電容量 GW 69.1 76.6 77.8 80.6 82.4 

発電量 10 億 kWh 247 268 271 281 309 

石炭火力 % 50 44 39 46 50 

水力 % 30 29 35 29 29 

再生可能エネルギー % 5 11 13 14 13 

その他 % 16 15 13 11 9 

平均小売電力価格（VAT 除） VND/kWh 1,864 1,864 1,864 2,007 2,103 

電力セクターFDI 流入 十億ドル 5.2 8.0 2.3 2.4 1.4 

資料：統計総局他 

規制 

電力部門は、電力開発計画（PDPs）によって中央

集権的に管理されている。最新版は、2025 年 4 月

15 日付決定 768/QĐ-TTg の改訂 PDP8 である。

この改訂では、2050 年のネットゼロ目標を維持しつつ、

風力発電の目標を引き上げ（2030 年までに陸上/

沿岸 26～38GW、洋上 約 17GW）、LNG の導入

時期を見直し、新規石炭火力発電を制限、送電網

拡張と蓄電を重点としている。 

全体的に見て、規制環境は移行期にある。政府は、

投資誘致（所有権の開放、官民パートナーシップ

（PPP モデル）、PDP8 による明確な計画）と国家に

よる監督（重要インフラ・価格の管理維持）のバラン

スを取っている。最近の法律は、民間セクターの参加拡

大や国際的な慣行（例：系統アクセス、電力卸売市

場）との整合性を強めている。また、2020・2021 年

の投資法・企業法改正も手続簡素化や規制条件緩

和が進められ、エネルギー投資家にも利益をもたらして

いる。 

しかし、全体としてみれば投資家は不明確かつ頻繁に

変わる政策により、混乱している。電力公社（EVN）

の発電、買取、配電の役割分離は進展が遅れており、

直接電力購入契約（DPPA）・電力価格メカニズム

に関する規制も依然としてパイロット段階にある。送電

網接続承認や出力抑制補償に関する透明性のある

仕組みの欠如、さらに商工省、EVN、地方政府の権

限の重複が、プロジェクト開発や財務計画における不

確実性を招いている。 

エネルギー市場 

< > 
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官僚的な障壁や PPA の銀行適格性に関する課題は

依然として残っているが、全体的な方向性としては、莫

大なエネルギー開発ニーズに対応するため、より投資家

に優しい環境を整備することが目指されている。ベトナ

ムが 2050 年のネットゼロ目標を追求する中、再生可

能エネルギー法の制定や 2025 年に開始される炭素プ

ライシングメカニズムのパイロットなど、さらなる規制の更

新が予定されており、投資家に対してより明確な指針と

マーケットメカニズムに沿ったインセンティブが提供される

見込みである。 

市場概要 

エネルギー市場は発電容量で見て、2018 年 49 GW

から 2024 年の 82GW まで急速に成長した（年間成

長率9％）。この成長は、再生可能エネルギー（太陽

光・風力）と新しいガス火力発電所の大幅な増設によ

って実現された。特に、再生可能エネルギーのブームを

作ることに成功し 2018 年の 3.4GW から 2024 年の

21.4GW となっている。総容量の約 26%である。 

一方、電力需要は年間 10%19で増加しており、政府

は、力強い生産拡大を反映し、2030 年まで電力消

費が引き続き 2 桁成長を続けると予測している。 

設置発電容量 

 

資料：B&Company 分析 

電力需要は主に製造業によって牽引されており、電力

の 50%以上を消費している（家庭約 31%、商業約

12%）20。全国の電化は基本的に完了しているため、

現在の需要増加は新たな製造施設や都市化から生じ

ているが、生活水準の向上に伴い、供給が追いつかな

い状況が時折発生している。2023 年には、北部で記

 
19 International trade administration (2024) <アクセス

> 

録的な需要増と水力発電の出力低下により、電力不

足や計画停電が発生した。エネルギー安全保障と電

力の安定供給確保は、計画立案者・投資家の双方に

とって最重要課題となっている。 

太陽エネルギー 

20 Sipet (2024) <アクセス> 

38 36 31 32 33 33 32

35 37

30 29 29 28 29

7 9
25 27 26 27 26

20 18 14 12 12 12 13

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

Chart Title100%= GW 48.6 54.9 69.1 76.6 77.8 80.6 82.4 

その他 

再生可能 

火力 

水力 

< > 

https://www.trade.gov/country-commercial-guides/vietnam-power-generation-transmission-and-distribution#:~:text=According%20to%20Institute%20of%20Energy,consumption%20growth%20rates%20in%20Asia
https://www.trade.gov/country-commercial-guides/vietnam-power-generation-transmission-and-distribution#:~:text=According%20to%20Institute%20of%20Energy,consumption%20growth%20rates%20in%20Asia
https://www.sipet.org/countryvietnam.aspx#:~:text=With%20a%20combined%20power%20generation,the%20country%E2%80%99s%20electricity%20in%202021
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ベトナムの太陽光発電は世界的にも高水準である。

2023年末、太陽光発電容量は約18.6GWに達し、

東南アジア最大級となっている。太陽光発電による発

電量は約 26TWh で、再生可能エネルギーの約 68%

を占めている。 

政策は引続き普及を後押ししている。改訂版PDP8で

は、2050 年のネットゼロを再確認、太陽光発電を

2030 年の電源構成の中心に据え、送電網・蓄電の

強化を図っている。政府は EVN に対し、余剰屋上電

力を（上限を設けたうえで）前年の平均電力市場価

格で買取るよう求めている。 

外国からの投資は活発であり、特に M&A を通じて行

われている。 

• ACEN（フィリピン）が Super Energy の太陽光

発電網（約 837MWp:メガワットピーク）の最大

49 ％ を 取 得 。 Loc Ninh 1–3 ク ラ ス タ ー

（550MWp、ビンフオック）の他、アンザン・ニント

ゥアン施設等 

• SP Group（シンガポール）は BCG Energy と合

弁事業を設立。当初は（旧）14 省の屋上設置

型 61MWp を取得、2025 年までに 500MWp

が目標 

• SkyX Solar （ VinaCapital ） ・ EDF 

Renewables（仏）は、Sungrow の稼働資産

からの 30 MWp 取得等、商業・工場の屋上施設

を拡大。複数省で企業顧客にサービスを提供 

Sinenergy のニントゥアン 1 発電所（Super 

Energy 太陽光発電 9 案件の一つ） 

 

資料：Super Energy 

風力 

陸上／ニアショア風力発電は、2018 年のほぼゼロから

2023 年末約 5GW へと急速に拡大した。風力発電

は約 12TWh を発電し、再生可能電力の約 31％を

占めている。 

改訂 PDP8 は、2030 年に向けて陸上・ニアショア風

力の目標を引き上げ、洋上風力については段階的な

構築を目指している（2030～2035 年に 6～

17GW）。2025 年初頭までの策定過程ではコスト・

実行可能性を反映し、短期的には洋上風力・LNG が

削減される一方、太陽光、陸上風力、蓄電を加速す

ることとされた。長期的な洋上風力のビジョンは維持さ

れているものの、2024 年には複数の国際デベロッパー

がベトナムの洋上風力参入を一時停止している。 

最近の主な投資をあげる。施設単位の他、幅広い地

域振興を含む計画がある。 

• B&T Quang Binh 陸上クラスター（252 MW、

Quang Binh）：2021 年 10 月に商業運転開

始。AMI Renewables（越）と ACEN（フィリピ

ン）の合弁 

• BIM Wind（88 MW、ニントゥアン）：2022 年

12 月に ADB・JICA から約 1 億 700 万ドルの資

金調達 

• Van Canh 陸上（143 MW、ビンディン）：

2025 年に承認予定。Nexif Ratch Energy

（シンガポール・タイ）が主導 

• PNE AG offshore proposal（約 2,000MW、

ビンディン）：2024 年より省で審査中。PNE AG

（独）、推定投資額約 46 億ドル 

主要企業 

電力業界は国有企業 EVN が支配している。電力の

送電・配電を管理し、唯一の電力卸売購入者となって

いる。一方、民間・外国資本の IPP は発電分野で大

きな市場シェアを獲得している。市場構造は徐々に発

< > 
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電レベルでの競争が進んでいるが、卸売・小売の競争

は依然として限定的である。 

主要事業者 

No 会社 国 設立 本社 概況 

1 ベトナム電力公社

（EVN） 

ベトナム 1995 ハノイ 100％国有で、全国にわたる発電・配電を垂直統

合的に管理。国家送電網を運営し、すべての発電

所から電力を唯一購入 

2 ベトナム石油ガスグル

ープ

（PetroVietnam） 

ベトナム 1977 ハノイ 石油・ガスの生産・加工を担う国有コングロマリット。

子会社：PVEP（上流探査）、PV Gas（ガスパ

イプライン・LNG）、PV Power（発電）、BSR

（精製） 

3 ベトナム石炭鉱産物

グループ

（Vinacomin） 

ベトナム 2005 ハノイ 国有企業で石炭・鉱物採掘、石炭火力発電所を

監督。主要な石炭鉱山（主にクアンニン省の無煙

炭）を管理し、発電所や産業向けに石炭燃料を

供給 

4 ベトナム石油グループ

（Petrolimex） 

ベトナム 1956 ハノイ 最大の石油販売業者であり、下流の石油製品市

場（ガソリン、ディーゼル等）を支配。電力生産者

ではない。全国に約 2,700 のサービスステーション 

5 Trungnam ベトナム 2004 ホーチミン市 建設・インフラからエネルギー分野へと事業を拡大、

2018 から 21 年にかけて太陽光・風力発電の分

野で先駆者に。東南アジア最大級の太陽光発電

所 Trung Nam Thuan Nam Solar Farm

（450MW）や、Ea Nam Wind（ダクラク省、

400MW）風力発電所など、大規模プロジェクトに

投資 

資料：B&Company 分析 

市場動向 

再生可能・クリーンエネルギー移行の急進展：2019

年から 2021 年にかけて固定買取制度が数百億ドル

規模の民間投資を促し、太陽光・風力発電所が急速

に建設された。2022 年、ベトナムは東南アジアで太陽

光発電容量トップとなり、好条件下では再生可能エネ

ルギーが発電量の 50%に達した21。急速な転換は、

2050年までに石炭を段階的に廃止し、再生可能エネ

ルギーとガスにシフトするという PDP8 の政府方針に沿っ

 
21 Mekong eye (2024) <アクセス> 

ている。投資家にとっては、太陽光、風力（洋上風力

は技術的な潜在性は 600GW の試算がある22）、バ

ッテリー貯蔵、関連サプライチェーン事業などが機会とな

る。しかし、再生可能エネルギーの急速な容量拡大は

送電網の整備速度を上回り、送電能力の不足により

太陽光・風力発電の出力抑制が発生している。2023

年には、多くの完成した太陽光・風力プロジェクトが電

力購入契約や送電網接続の取得に苦戦し、業界は

停滞期を迎えた。これを受けて、当局は停滞しているプ

22 VOV (2025) <アクセス> 
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https://www.mekongeye.com/2023/05/29/vietnam-pdp8#:~:text=Unfortunately%2C%20the%20weather%20conditions%20in,of%20Vietnam%E2%80%99s%20electricity
https://vov2.vov.vn/doi-song-xa-hoi/dien-gio-ngoai-khoi-tiem-nang-chua-khai-thac-56036.vov2


 

   
                                                                                                    

     31 
 

ロジェクトの稼働を促進するため、送電網の拡充や新た

な価格メカニズムの導入を計画している。 

インフラ投資：電力網・燃料インフラ不足解消のため、

投資が強化されている。政府は、2030 年までに電力

網拡張に 150 億ドルが必要と見積もっている。優先事

項として、再生可能エネルギーが豊富な地域（中部・

南部）と需要の高い北部・ホーチミン市を結ぶ新たな

500kV 送電線の建設がある。エネルギー輸入・海外

取引インフラでは、Thi Vai LNG（バリア・ブンタウ）は、

ベトナム初の LNG 輸入後、2023 年 7 月から稼働を

開始、同 10 月に正式に開所した。一方、Son My 

LNG（ビントゥアン）は2027年の商業運転開始を目

指している。また、ベトナムはラオスからの電力輸入を拡

大、2025 年までに約 3,000MW を目指している。ベ

トナム・シンガポール間のエネルギー協力では、再生可

能エネルギーのシンガポールへの輸出も、MoU から技

術作業段階へと進んでおり、PDP8 では 2035 年まで

に 5～10GW の輸出が見込まれている。これらのインフ

ラ拡張は、送電設備、電力網技術、LNG 供給、プロ

ジェクトファイナンスにおける新たなビジネス機会を創出

している。 
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[スペシャルトピック] 

 クリーンエネルギー移行：政策転換下の機会 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 
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2020 から 21 年にかけてのコロナ禍による落込みの後、外食市場は 2024 年に 276 億ドルへ回復した。外食の正

常化、観光業の復活、モールやチェーン店の拡大、根付いたデリバリー習慣が需要を押し上げている。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

外食店舗数 千店 327 334 339 317 323 

コーヒーチェーン 千店 1.0 1.1 1.5 1.7 1.9 

レストランチェーン 千店 0.8 1.4 1.5 1.5 1.6 

ミルクティーチェーン 千店 0.5 0.4 0.4 0.4 0.3 

外食･宿泊 FDI 流入 百万ドル 355 171 14 89 124 

資料：統計総局、Q&Me

規制 

外食事業は 2007 年以降、100%外資企業を設立

することが可能である。 

外食業は複数の機関によって規制されている。商工省

（MOIT）は商取引を監督し、業界発展戦略を担う。

保健省（MOH）食品管理局は食品安全基準を担

当、農業環境省（MARD）は農業資材や食品原材

料の品質（食肉検査や水産業など）を規制している。

外国投資の承認窓口としては、財務省（MOF）と省

レベル人民委員会が投資ライセンスを付与する権限を

持っている。 

市場概要 

外食市場はコロナショックから回復し、より強固に成長し

ている。市場規模は 2020 年 205 億ドルから 2021

年 175 億ドルへと減少した。ロックダウン、国境閉鎖、

収容人数制限で店内飲食や観光が抑制され、デリバ

リーやテイクアウトがその影響を部分的には緩和した。

2022 年には市場が再開、帰ってきた需要と旅行者に

よって 39％増の 244 億ドルに拡大した。2023 年はイ

ンフレによる消費者の財布引締めで緩やかな調整とな

った。コロナを経て独立系の弱小事業者退出も見られ

た。2024 年には、正常化した市場と強くなった事業者、

現代的な小売モールにおけるチェーン店業態の急速な

拡大、そして根付いたデリバリー習慣に支えられ、同業

界は過去最高の 276 億ドルを記録した。 

 

 

 

 

 

 

外食市場 
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外食業売上 

単位：十億ドル 

 

資料：iPOS 

消費者支出における食品飲料支出は 20～35％と大

きい23。ベトナムには豊かな食文化の伝統があり、増大

する豊かさが日々の発展の原動力となっている。北部、

中部、南部、それぞれの風味があり、国内移動の増大

とともに、異なる地域への出店が新たな需要を掘り起こ

している。 

2024 年 1,750 万人の海外旅行者が訪問、飲食支

出は旅行費用の 24%という数字がある24。国内観光

客は同年延べ 1 億人超とさらに多い。このような観光

需要が、高級レストランや屋台ビジネスにとって大きな

後押しであるのは間違いない。しかし一般的な店では、

観光客でなく地元住民の需要が大半であり、国民の

豊かさ向上、それに伴う生活習慣の変化、が市場発

展の主因と言える。 

外食業界は、豊富な農業生産（米、コーヒー、シーフ

ード、スパイスなど）に支えられている。新鮮で高品質

な食材を大量に供給するために、伝統的な卸による流

通網の強化、ファーム・トゥ・テーブルと呼ばれる直接調

達、コールド物流への取り組みが進もうとしているが、い

ずれも本格的な発展はこれからである。 

主要企業 

国内発と海外、双方のチェーンブランドが拡大している。

コ ー ヒ ー ・ 紅 茶 で は 、 Highlands Coffee 、 Phuc 

Long、Trung Nguyen といった国内ブランドがリードし

 
23 Vietnam Briefing (2022) <アクセス> 

ているが、Jollibee や Masan といった大手投資家から

の投資がこれを加速している。ファストフードでは、

Lotteria、Jollibee、KFC、Pizza Hut などの海外ブ

ランドが強いが、コスト上昇や激しい競争に直面してい

る。Golden Gate 社は数十ブランドを擁し長きにわた

り業界の旗手である。運営する Gogi House や

Kichi-Kichi といったカジュアルダイニングは、海外ブラン

ドに負けない規模で展開している。中華資本の Mixue

は中国系飲料ブランドの新しい波として、低価格・フラ

ンチャイズを武器に信じられないような速度で（中国で

は普通なのかもしれないが）1000 店を超える出店を

行い、市場の常識を変えた。 

ホーチミン市 Van Hanh Mall 飲食店フロア 

 

資料：Cafef 

 

24 Vietnam Briefing (2022) <アクセス> 

20.5
17.5

24.4 23.6
27.6

2020 2021 2022 2023 2024
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https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-food-and-beverage-industry-market-trends-demographics-consumer-preferences.html/#:~:text=Yet%2C%20long,also%20Asia%E2%80%99s%20top%20beer%20consumer
https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-food-and-beverage-industry-market-trends-demographics-consumer-preferences.html/#:~:text=Yet%2C%20long,also%20Asia%E2%80%99s%20top%20beer%20consumer


 

   
                                                                                                    

     35 
 

主要事業者 

No 分野 ブランド 参入年 国 店舗数 概況 

1 カフェ Mixue 2018 中国 1,304 超低価格とフランチャイズ展開を特徴とする

アイスクリーム店 

2 Highlands 

Coffee 

2002 ベトナム 955 越系アメリカ人 David Thai 設立のコーヒ

ーチェーンで、現在は SuperFoods

（Jollibee Group + Viet Thai）所有 

3 Trung 

Nguyen 

1996 ベトナム 464 中部発祥のベトナム有数の老舗コーヒーグ

ループ。コーヒー製品販売・カフェ運営、他

事業も展開 

4 Phuc Long 1968 ベトナム 237 ラムドン発の老舗茶・コーヒーブランド。

Masan Group が 85％保有 

5 ファースト

フード 

Lotteria 1998 韓国 222 店舗数で最大級 

6 Jolibee 2005 フィリピン 213 フライドチキンと甘口スパゲッティで有名 

7 KFC 1997 米国 172 店舗数で最大級 

8 Pizza Hut 2006 米国 118 Yum! Brands 傘下 

9 BBQ／火

鍋 

GogiHouse 2013 ベトナム 146 Golden Gate の韓国風 BBQ 店。ミドル

レンジのカジュアルダイニング 

10 Kichi-Kichi 2009 ベトナム 116 Golden Gate の回転式（Kaiten スタイ

ル）火鍋店で同方式の先駆者 

資料：B&Company 分析

市場動向 

外食市場は規模が大きく、若年利用者が多く、変化の

スピードが速い。中間層の増加（2030 年に人口の

40%と予測）が消費を拡大、新たな嗜好を形成して

いる。消費者は外国の料理・食材や現代的な小売チ

ャネルを受け入れつつも、地元の味や伝統も重視して

いる。経済成長や FTA による市場開放も相まって、外

食業界には明るい将来が期待されている。 

• 健康志向：新鮮でオーガニックな食品・飲料の需

要が増加している。植物由来の代替品や栄養食

品が登場。健康効果の認識から、乳製品や果物

の消費も増加している。 

• コンビニエンス＆モダン小売：都市化や多忙なライ

フスタイルにより、利便性やすぐに食べられる食事へ

の需要が高まっている。ホーチミン市やハノイなどの

都市部消費者は、フードデリバリー（GrabFood,  

ShopeeFood）、コンビニ、スーパーの利用を強め

ている。全国で約 1300 のスーパーマーケットがある。 

• 体験：外食は社会生活の重要な一部である。所

得の増加に伴い、体験型外食が人気となっており、

消費者は美味しい料理だけでなく、雰囲気や新し

さも求めている。カフェ、タピオカティーショップ、ファス

トカジュアルレストランが急増し、若い都市層に訴

求している。2023 年～2024 年の調査によると、

週末に外食する人が増え、品質と価値を重視する

傾向が見られる。ベトナムには活気ある屋台料理

文化もあるが、より清潔でブランド化された店舗へと

徐々にシフトしつつある。 

• 飲料の嗜好：飲料セグメントは大きく、進化を続

けている。ベトナムはアジアで一人当たりビール消費

< > 
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量が最も多く、ビール（特に国内のラガー）が最も

人気のあるアルコール飲料であり続けている。プレミ

アム化の傾向も見られ、中間層を中心にクラフトビ

ール、ワイン、スピリッツへの需要が高まっている。一

方、脱アルコールの兆しもある。ソフトドリンクでは、

ミネラルウォーター、炭酸飲料、エナジードリンク、

RTD（レディ・トゥ・ドリンク）ティーやコーヒーなどが

売れている。
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小売市場は、安定した消費者需要、都市化、急速なデジタル化によって新たな成長段階に入っている。コンビニエン

スストアやミニマート、スーパーマーケット、ドラッグストアなどのモダントレード形態は、主要都市以外にも拡大している。

一方、伝統的チャネルも日常の買い物において依然として影響力を持っている。電子商取引（EC）やソーシャルコ

マースが消費者の商品選択、支払、受取方法を変えており、オムニチャネルが標準戦略となっている。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

小売企業売上 十億ドル 41 46 57 59 N/A 

小売企業数 千社 58.3 58.1 55.2 69.2 N/A 

コンビニエンスストア／ミニスーパー数 千店 5.2 5.2 6.7 6.7 7.4 

家電量販店 千店 1.2 1.9 2.5 2.8 2.7 

近代的薬局チェーン 千店 0.7 1.1 2.0 2.7 3.2 

スーパーマーケット数 千店 1.1 1.2 1.2 1.3 1.3 

小売業 FDI 十億ドル 1.8 1.4 1.1 1.3 1.4 

資料：B&Company 企業データベース、統計総局他、Q&Me

規制 

規制環境は徐々に自由化が進んでいる。小売業は

「条件付き」投資分野に分類されており、国内外の企

業いずれも、大規模な流通活動を行うためには特定の

条件や承認を満たす必要がある。 

2009 年以降、WTO コミットメントを契機に 100％外

資が可能となっている。 

しかし、1 店目は比較的自由に出店できるものの、小

売拠点の拡大に対しては経済的必要性テスト（ENT）

が適用される。現行規定（特に政令 09/2018/ND-

CP）によれば、外資の 2 店目以降は ENT 審査が必

要となり、国内企業に比べ大きな不利となってきた。た

だし、店が 500 ㎡未満で商業センター内にあり、かつコ

ンビニエンスストアやミニスーパーマーケットでない場合な

どは例外となる。 

CPTPP 加盟 10 ヶ国からの投資に対しては 2024 年

1 月から ENT は撤廃される予定だった。ところが、法制

化が遅れているため、現状でもＥＮＴは引き続き必要

となっている。しかし、2025 年 8 月の商工省（MOIT）

政令案は、2026 年 1 月 1 日に施行予定であり、

CPTPP 加盟国（日本を含む）に対する ENT はつい

に廃止されると期待されている。 

市場概要 

小売市場は拡大する中間層に支えられている。2010

～2024 年にかけて年率約 10％で拡大し、近年は

「卸売・小売（自動車・二輪車の修理を含む）」の付

加価値が GDP の約 1 割（2024 年：9.8％）を占

める。 

B&Company のデータベースによると、小売業界の企

業売上合計は 2017 年から 2023 年の間に年間約

10%成長し、2023 年には 590 億ドルに達した。ただ

し個人商店など企業売上に数えられない部分が大きく、

小売全体の市場規模はその数倍になると考えられる。 

小売市場 
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小売企業売上 

単位：10 億ドル 

 

資料：B&Company 企業データベース 

依然として伝統的な小売チャネルが生活の中心だが、

徐々に近代的な業態に地位を譲りつつある。2024 年、

小売売上高の推定 61％が伝統的市場（いちば）や

小規模な個人経営の「パパママ」ショップから生まれてお

り、2020 年の 73％から減少している。 

一方、近代的小売（スーパーマーケット、ハイパーマー

ケット、コンビニエンスチェーンなど) の割合は 2020 年

22％から 2024 年 29％に増加した。この間、近代的

な小売店数は 2 倍以上の約 16,300 店に達した。コ

ンビニエンスストアやミニマート業態が全体のほぼ半数を

占める。 

また、EC は約 10％に上昇した（2020 年は 5％）。

消費者は品質、利便性、多様性を求めて、従来のウェ

ットマーケットから近代的小売・オンラインショッピングへゆ

っくりと移行している。25 

近代的なチェーン店形態への移行タイミングは分野によ

りかなり異なる。家電量販店は 10 年以上にわたりこの

分野で先行、多くの小売ブランドが店舗網を急速に拡

大させてきた。家電やデジカメ、スマホなどの浸透に応じ

たタイミングだったと言える。しかしその結果、現状では

二大都市では飽和に至った可能性がある。2023 年か

ら 2024 年にかけて、Dien May Xanh や Nguyen 

Kim など大手チェーンは、利用者の減少を受けて数十

 
25 B&Company (2025) <アクセス> 

店を閉鎖した。地方ではまだ伸びているが、地方主要

都市にも店舗展開は一巡している。 

一方で、薬局チェーンは成長のまっただ中である。FPT 

Long Chau のような大手チェーン薬局 3 社は、2024

年に店数を合計で 20%拡大し 3,200 店以上となり、

高まる健康需要に対応している。FPT やモーバイルワー

ルドのように多製品分野にまたがって異なる小売ブラン

ドを持つ企業は、消費者行動の変化に基づき、細かく

新業態を試しながら、重心を移行させている。 

そのほか、カテゴリーチェーンが様々な製品に分化・拡大

しており、家具、アパレル、子供用品、本・文具、ペット、

ワイン、また価格を定額にした業態のモダンチェーンも生

まれている。 

スーパーマーケット 

スーパーマーケットは、近代小売（モダントレード）セク

ターの中核を成している。国内外の企業が主要都市・

省で積極的に事業を拡大している。Saigon Co.op の

Co.opmart（ベトナム初のローカルスーパーマーケット

チェーン、1996 年設立）は、全国で 128 店を展開し

ている。26 一方、WinMart（旧 VinMart、現在は

Masan Group 傘下）、タイ資本のハイパーマーケット

Big C/GO!は、それぞれ 100 店以上を展開し、ほとん

どの省に拠点を有している。Aeon や Lotte などの外国

26 The-siv (2025) <アクセス> 

34 39 44 41 46 
57 59 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
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投資家も、2000 年代以降、ベトナムで大型スーパー

やショッピングモールを展開してきた。近代的な食料品

小売業者は、幅広い商品（輸入品を含む）、清潔で

空調の効いた施設、高い食品安全基準を特徴とし、

拡大する中間層に支持されている。 

スーパーマーケットは都市部で急速な成長をするととも

に、徐々に地方にも広がっている。消費者は高品質で

信頼できるブランド品への志向を強めている。なお、農

村部への拡大は未開拓の機会として残っている。農村

人口は約 60％を占めており、大都市以外でのスーパ

ーマーケットの成長余地を今後長期にわたり提供すると

考えられる。27 

コンビニエンスストア 

コンビニエンスストアは過去 10 年間で急成長し、都市

型小売の成り立ちを変え始めている。小規模な 24 時

間営業の店は、テイクアウト可能な食品、飲料、日用

品を取り揃え、忙しいライフスタイルに応えている。コンビ

ニエンスストアの店数は急増しており、外資、国内企業

にまたがって市場シェア獲得を競っている。Circle K は

ベトナム初の外資系コンビニとして 2008 年にオープンし、

現在では全国に約 500店を展開している。GS25、7-

Eleven、Family Mart、Ministop は南部中心に展

開している。外資系チェーンは、現代的な小売コンセプ

ト、優れた店舗デザイン、幅広い商品ラインナップ（輸

入品や調理済商品も多い）を導入しており、若年層

や都市部の消費者に支持されている。 

7-Eleven 

 

資料：Cafef 

 
27 B&Company (2025) <アクセス> 
28 Vietnam briefing (2025) <アクセス> 

成長の要因は、都市化（都市化率約 30%）、便利

さを求めるテクノロジーに精通した若年層の急速な増加、

等である。デジタル化が進展しており、多くのチェーンが

キャッシュレス決済、オンライン注文、配送サービスを提

供し、変化する消費者習慣に対応している。一方で今

のところ展開地域がほぼ大都市中心部に限られており、

限られた需要をめぐっての競争が激しい。不動産賃貸

価格高騰の影響も受けやすく、一部のチェーンでは黒

字確保が依然として課題である。しかし、中間層の拡

大と消費者利便性へのニーズの高まりにより業態は二

桁成長を維持すると予想されている。 

EC 

EC は、特に近年、小売業界全体の成り立ちを変える

規模になってきた。2024 年には、E コマース市場規模

は推定で220億ドルで、2023年から20%増加した。

2030 年には 630 億ドルに達すると予測されている。ベ

トナムはすでに東南アジアで 3 番目に大きい EC 市場

で（インドネシアとタイに次ぐ）タイを抜くのは数年以内、

時間の問題である28。 

7,900 万のインターネットユーザーと普及したモバイル接

続環境を背景に、Shopee、Lazada、Tiki、新興のソ

ーシャルコマース TikTok Shop などのプラットフォームの

利用傾向が強まっている。TikTok Shop の売上高は

2024 年に 151%増加、Shopee も 66%増加した。

シェアが急変し数年前の大手でも急減している企業が

あり、勝敗が分かれている29 。オンラインショッピングの急

増は、デジタル決済の拡大（オンライン決済は 2024

年に 1,490 億ドル、18%増加）、電子商取引の発

展促進政策によっても支えられている。 

課題もある。全国的な物流インフラが未整備で、大都

市以外では配送遅延が発生している。偽造品や低品

質商品の蔓延（高級品模倣品や偽造化粧品等）が、

消費者の信頼を損なっている。当局は取締まりを強化

しており、中国の格安プラットフォーム Temu は 2025

29 B&Company (2025) <アクセス> 

< > 
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年初頭のベトナム進出直後、規制違反で運営一時停

止となっている。 

EC は急速な成長を維持すると予想されている。現在、

デジタル経済市場規模の 3 分の 2 を占めており、小売

業者が全国の顧客にアクセスする上で重要な役割を果

たしている。EC と近代的小売のオムニチャネルは、差別

化要因というよりも基本的な要件となっている。 

小売インフラ 

決済・ロイヤルティプログラムが買い物体験を変えている。

非現金取引は急速に増加しており、QR コードや電子

ウォレット（MoMo、ZaloPay、VNPay）の普及、銀

行のデジタルトランスフォーメーションがこれを支えている。

オンライン・店でのより迅速な購入と、データドリブンなロ

イヤルティプログラムの実現が可能となっている。 

E コマースや迅速な配送に対応するため、物流・流通

管理システム（DMS）が発展している。100 万件以

上の伝統小売をカバーするＤＭＳは世界的にも有数

の規模で、民間・国営の IT 系事業者が競争すること

で進化を続けている。このシステムを使うことで、メーカー

は市場の 7 割を占める伝統小売市場に効率的にもの

を売っていくことができる。 

小売業者は都市型配送センターへの投資や、GHTK、

Ninja Van、Ahamove などのラストマイル物流業者と

の提携を進め、高度な在庫管理・需要予測ツールも

導入している。在庫の可視性が向上、配送時間が短

縮される。消費者が迅速かつ信頼性の高いサービスを

期待する中で、これに応えることで競争優位性が生ま

れている。 

主要企業 

国内企業と海外大手が混在している。 

主要事業者 

No 会社 設立 本社 国 店数 概況 

1 WinCommerce（

WinMart/WinMart

+） 

2014 ホーチミン市 ベトナム 3,692 最大の小売事業者。VinMart

（Vingroup）が、2019 年

Masan Group 買収で名称変更 

2 Bach Hoa Xanh 2015 ホーチミン市 ベトナム 1,864 IT 系小売 Mobile World の生

鮮食品小売部門 

3 Saigon Co.op 1989 ホーチミン市 ベトナム 128 近代的な小売業を先駆けて展開 

4 Central Retail（

GO!/Big C） 

1998 ホーチミン市 タイ 42 ショッピング

モール 

2016 年に Big C をタイ Central 

Group が買収 

5 MM Mega Market

（Metro） 

2002 ホーチミン市 タイ 21 企業・一般消費者両方に対応す

る、広大な卸・倉庫型店（5,000

～10,000 m²） 

6 Lotte Mart 2008 ホーチミン市 韓国 15 ショッピング

モール 

大規模な複合施設として（Lotte 

Department Store や映画館と

併設）、食料品・家電製品等幅

広く提供 

7 AEON 2014 ハノイ 日本 7 ショッピングモ

ール 

2014 年ホーチミン市で開業、地

方都市へと展開中。広大なワンス

< > 
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No 会社 設立 本社 国 店数 概況 

21 スーパーマー

ケット

（MaxValu） 

トップショッピングコンプレックスを建

設 

8 Circle K 2008 ホーチミン市 米国 499 初の外資コンビニチェーン、24 時

間年中無休でスナック、飲料、日

用品を販売 

9 GS25 2018 ホーチミン市 韓国 236 韓国 GS Retail と現地 SonKim

の合弁。韓国のお菓子やサービス

で若年層をターゲットに 

10 7-Eleven 2017 ホーチミン市 日本 130 ホーチミン市に注力、最近ハノイへ

の展開を開始。国内嗜好に合わせ

て開発された調理済みの食事やス

ナックを豊富に揃える 

資料：B&Company 分析

コンビニエンスストアは、外資大手（Circle K、

FamilyMart、7-Eleven、GS25）が牽引し、都市

部で変化する消費者のライフスタイルに応じている。国

内企業では、VinCommerce が以前 VinMart+

（現在は Masan 傘下）を展開したほか、B’s Mart

（タイ資本だが現地運営）といった小規模チェーンも

存在する。 

M&A は迅速な拡大手段となっている。2019 年の

Masan による VinCommerce（VinMart）買収は、

同社を一躍トップ企業に押し上げた。Central Group

は 2016 年の買収で、長い時間をかけて築かれた Big 

C の全国的な店舗網・ブランドを一夜にして獲得するこ

ととなった。 
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[スペシャルトピック]  

EC：巨大市場は環境整備が進むか 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 
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美容・パーソナルケア（美容品）業界は、高成長市場として台頭している。所得の増加、若年層人口の多さ、そし

てパーソナルグルーミングに対する強い需要が、市場拡大を促進している。業界売上は 2024 年約 27 億ドルとなっ

た30。海外ブランドのスキンケア、化粧品、パーソナルケアの人気が高まっている。 

 

基本統計 

指標 単位 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

美容品市場規模 十億ドル 2.3 2.2 2.2 2.4 2.6 2.7 

パーソナルケア % 44 45 45 46 42 45 

スキンケア % 31 32 31 29 31 30 

メイクアップ % 22 18 18 21 19 22 

その他 % 4 5 6 5 7 3 

ナチュラル美容品31市場規模 百万ドル 218 243 230 230 239 245 

資料：Statista、Q&Me 

規制 

化粧品・パーソナルケア事業は、一般的な貿易・小売

規則の下で外国投資に開放されている。100%外資

系企業もこの分野に参入することが可能である。外資

企業が化粧品を販売する場合、小売流通（実店舗）

を行うには、事業登録・小売ライセンスの取得が必要で

ある。また、店舗ごとに小売施設ライセンスも必要とされ

る。これらは、一般的な条件（資本、事業計画、未納

税金がないなど）が満たされた場合、省市商工局によ

って付与される。 

すべての化粧品またはパーソナルケア製品（輸入品・

国内生産品を問わず）は、販売前に保健省（医薬

品管理局）への届出が必要である。企業は、製品ごと

にベトナム語ラベル、委任状、自由販売証明書など化

粧品製品届出（CPN）書類一式を提出し、登録番

号を取得する。保健省が CPN 番号を発行した後、販

 
30 B&Company (2024) <アクセス> 
31 主成分が植物由来または鉱物由来などの自然由来成分で構成され、パラベン、鉱物油、石油系界面活性剤、合成香料・合成着色料

などの合成添加物の使用を極力抑えたスキンケア、ヘアケア、ボディケア、メイクアップ製品を指す。オーガニック認証取得製品はナチュラル美容

品の一部として含まれる。 

売が可能となる。輸入業者または製造業者は製品書

類を整備し、承認を受ける必要がある。 

市場概要 

美容品市場は、年率 3％程度でゆっくりと成長している。

パーソナルケア分野（ヘアケア、オーラルケア、バス／ボ

ディ、男性用グルーミングなど）が最大で、2024年には

45％を占め 12 億ドルであった。ついでスキンケアが約

30%で 8 億ドル、メイクアップは約 22%、6 億ドルであ

った。 

主要な流通チャネルは、スーパーマーケット、専門化粧

品店、小規模商店、EC である。近代チャネル（全国

チェーンやモール店舗）が拡大している。Guardian

（DFI Retail）や Watsons（CK Hutchison）な

どのグローバルチェーンは、それぞれ 100 店舗以上を運

営しており、FPT Long Chau、Pharmacity など国

美容・パーソナルケア市場 

< > 
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産薬局チェーンは合計 3,000 店舗を超えている。EC

も注目され、オンラインのシェアは 2019 年の 9%から

2023 年には 19%に急増した。TikTok や Shopee 

Live などのソーシャルメディアプラットフォームが購買に大

きな影響を与えている。

チャネル別美容品売上 

 

資料：Euromonitor 

若い人口と着実に上昇する所得水準が、セルフケアや

身だしなみへの定期的な支出を促進している。全人口

の中央値年齢は 33歳であり、消費者が 20 代から 30

代前半に集中、美容支出が最も活発な層となっている。

Statista（2023 年）によると、ベトナム人の 60％以

上が毎日スキンケア製品を使用しており、一般的なもの

は洗顔料（49％）、香水（41％）、日焼止め

（31％）、保湿剤（25％）である。また、男性のグ

ルーミング意識の高まりも顕著で、多くの男性がヘアケア

やグルーミング製品を積極的に利用するようになってい

る。 

消費者がより洗練される中、海外ブランドが製品基準

やブランド戦略の標準を形成している。輸入製品は化

粧品売上の90％以上を占めている。韓国ブランドが約

30％のシェアでトップに立ち、欧州（23％）、日本

（17％）、タイ（13％）、米国（10％）と続く。 

主要事業者 

ローカルブランドは、ナチュラル・オーガニック分野で成長

し始めているものの、市場シェアはグローバル大手と比

較して小さい。海外企業は強力な調査研究力、グロー

バルなリソース、先進的な製品開発の恩恵を受けてお

り、イノベーションにおいて優位に立っている。 

主要事業者 

No 企業 設立 本社 国 主な製品 概況 

1 Unilever 1995 ホ ー チ ミ ン

市 

英国 • Dove（ボディ／ヘア） 

• Sunsilk（ヘア） 

• Pond’s（スキンケア） 

現地生産拠点 

2 Procter & 

Gamble 

1995 ホ ー チ ミ ン

市 

米国 • Olay（スキンケア） 

• Pantene（ヘア） 

現地で製造・流通 

28 28 26 26 26

25 24 23 24 25

23 24 24 20 17

9 11 14 17 19

15 14 13 13 13

2019 2020 2021 2022 2023

100%= 10 億ドル 2.3 2.2 2.2 2.4 2.6 

その他 

EC 

スーパーマーケット 

小規模商店 

専門店 
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• Gillette（シェービング） 

3 LG Vina 

Cosmetics 

1997 ドンナイ 韓国 • Physio gel（ダーモコスメティ

ックスキンケア） 

皮膚科学を用いたスキンケ

アに注力 

4 Shiseido 1999 ホ ー チ ミ ン

市 

日本 • Shiseido、Anessa（サンケ

ア／スキンケア） 

現地法人による高価格帯

スキンケア・メイクアップブラン

ド展開 

5 Kao 1996 ホ ー チ ミ ン

市 

日本 • Biore（クレンジング） 

• Liese（ヘア） 

• Curel（スキンケア） 

現地生産拠点 

6 Rohto-

Mentholat

um 

1994 ホ ー チ ミ ン

市 

日本 • Hada Labo（スキンケア） 

• Acnes（ニキビケア） 

• LipIce（リップ） 

幅広いスキンケア・OTC パ

ーソナルケア製品 

7 Thorakao 1961 ホ ー チ ミ ン

市 

ベ ト ナ

ム 

• ハーバルスキンケアクリーム 

• シャンプー 

• フェイシャルマスク 

天然成分を使用した伝統

的なベトナムブランド 

8 Cocoon 2013 ホ ー チ ミ ン

市 

ベ ト ナ

ム 

• ヴィーガンスキンケア（ターメリッ

ク、コーヒー） 

• ヘアケア 

地元の植物を使用した急

成長中のクリーン／ヴィーガ

ンブランド 

9 Medix 5.5 2010 ホ ー チ ミ ン

市 

ベ ト ナ

ム 

• pH バランスの取れたクレンザー 

• セラム、モイスチャライザー 

科学に基づいたやさしいスキ

ンケア 

10 Hasaki 2016 ホ ー チ ミ ン

市 

日本 • マルチブランドの化粧品＆スキ

ンケア 

全国規模の美容小売チェ

ーン・美容クリニック 

資料：B&Company 分析

市場動向 

天然・ハーブ成分で作られた「クリーンビューティー」製品

が注目されており、刺激の強い化学物質が警戒されて

いる。有機、ヴィーガン、パラベン不使用、硫酸塩不使

用と表示された商品が好まれる。ベトナムブランドは、コ

コナッツオイル、緑茶、ウコン、アロエベラなどの地元資源

を活用し、手頃な価格のナチュラルスキンケア製品を開

発している。Cocoonはダクラック省産のコーヒーやフンイ

ェン省産のウコンを製品に使用している。穏やかで環境

に配慮した美容への転換は、ミレニアル世代や Z 世代

の環境意識の高まりも背景としている。 

美容品流通は急速に変化している。地元の小規模雑

貨店は依然として大きなシェアを占めているが、2019

年の 23%から 2023 年 17%へと減少傾向にある。

一方で、モダントレードでは美容品チェーンが急速に拡

大しており、Hasaki は約 170 店舗、Guardian は

130 店舗を展開し、Watsons も主要都市で新店舗

を継続的にオープンしている。Nuty や Cocolux といっ

た国内小売業者も 2024～2025 年にかけて投資を

強化している。 

Shopee、Tiktok、Lazada などのプラットフォームによ

って推進される e コマースは、主要な市場成長エンジン

となっている。モバイル決済や迅速な自宅配送により、

化粧品のオンラインショッピングが一般的になっている。 
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ナチュラルコスメブランド Cocoon の TikTok 

 

資料：Cafef 

急速な EC の成長に加え、デジタルプラットフォームは美

容ブランドが消費者とつながる方法を変えている。インフ

ルエンサーや KOL によるライブ配信ショッピングは、リアル

タイムでの製品デモや視聴者との直接的なやり取りを可

能にする。Estée Lauder、Lancôme、Kiehl’s など

グローバルブランドは、ライブ配信を積極的に活用し、新

製品発売や、割引、Buy 1 Get 1、無料サンプルなど

の特典で若年消費者を惹きつけている。エンターテイン

メントと販売の融合は、利便性とデジタル接点を重視

するデジタルネイティブ世代に適している。ブランドが競

争力を維持するためには、オンライン・オフライン戦略を

統合し、EC データを活用して顧客行動を把握し、新た

なトレンドに迅速に対応する必要がある。 
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[スペシャルトピック]  

ナチュラルビューティー 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 
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物流業界は、急速に拡大している。年間約 14～16％で成長し、約 520 億ドル、GDP の約 10％に達している。

海外にアクセスしやすい立地（長い海岸線、河川、陸上国境）、貿易協定（EVFTA、CPTPP、RCEP など）は

グローバルサプライチェーンへの統合を容易にし、加工貿易モデルを成り立たせる不可欠な要素となっている。物流コ

ストが高いのが課題であったが、輸送インフラの改善や競争で効率性は向上しており、2023 年には世界銀行の物

流パフォーマンス・インデックスは 139 カ国中 43 位に上昇した。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

貨物量 百万トン 1,622 1,622 2,031 2,289 2,575 

      道路 百万トン 1,282 1,303 1,595 1,806 2,030 

内陸水路 百万トン 258 242 332 368 410 

海港 百万トン 76 70 98 110 130 

鉄道 百万トン 5.2 5.7 5.7 4.6 5.1 

航空 百万トン 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 

市場規模 十億ドル 35 40 44 48 52 

企業数 千 32 35 38 40 42 

FDI 流入 百万ドル 663 742 454 491 488 

資料：統計総局 

規制 

物流分野の外資制限は 34％から 100％の範囲であ

る。航空貨物では外国持分が 34％まで、海運・鉄

道・内陸水路では 49％、道路貨物輸送では 51％で

ある。一方、倉庫業・エクスプレス配送（宅配・小包）、

フォワーディングは完全外資が可能である。ライセンス取

得・業界規制の遵守は依然として必要であるものの、

WTO 加盟や各種 FTA に伴う制度改革により、特に

倉庫業やフォワーディング分野を中心に外資参入の手

続や持分規制が段階的に緩和されている。また、政府

は航空・海運・鉄道などの基幹輸送サービスについては

外資比率の上限を設けて主権と安全保障を確保しつ

 
32 4PL（Fourth Party Logistics）とは、物流業務を単一のパ

ートナーに包括的にアウトソーシングする形態である。パートナーは、

つ、空港・港湾・高速道路などインフラ分野では FDI や

PPP スキームを通じて海外・民間資本の参入を促進し

ている。 

2023 年、政府決定 163/NQ-CP 2022 では、デジ

タル活用と効率性を重視する国家物流戦略を定めて

いる。今後を見据えると、輸出業者や大手小売業者

向けにエンドツーエンドのサプライチェーン管理を提供す

べく、新たな 4PL（フォースパーティ・ロジスティクス）32

プロバイダー、デジタル貨物プラットフォームの成長が期

待されている。海外投資家は港湾ターミナル、冷蔵保

クライアント企業のために、統合的なサプライチェーンソリューションを

評価・設計・構築・運営し、その効果を測定する役割を担う 

 

物流 
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管・内陸物流ハブなどのインフラや効率性・可視性を向

上させるソフトウェアプラットフォームに投資機会がある。 

市場概要 

総貨物量は、2017 年 13.8 億トンから 2024 年

25.8 億トンに年率 9％で上昇した。 

道路は、総貨物量の 80%を占めている。内陸水路が

次ぎ 16%で、メコンデルタや紅河デルタのような河川密

集地域で多い。一方、海港は 5%であり、ラックフエン

やカイメップなどの新たな深水港の利用に伴い、力強い

成長を遂げている33。

貨物取扱量 

単位：％ 

100%＝ 1,383    1,539     1,671     1,622      1,622     2,031    2,289    2,575   百万トン 

 

資料：統計総局 

主要分野： 

• フォワーディング・輸送：海上・航空・鉄道・道路を

組み合わせた国際／国内貨物の複合輸送（マル

チモーダル）の活用が広がりつつある。 

• 倉庫・流通：近代的な倉庫は、工業団地や小売

ネットワークの拡大によって成長している。冷蔵農

産物（果物、海産物）や医薬品向け倉庫需要

が高まっている。都市や港湾近くで物流パークが、

内外の投資家によって建設されている。 

• ラストマイル輸送: EC 物流が構築されている。EC

市場は2024年には220億ドル、2030年に630

億ドルに達すると予測されている。宅配サービスや

都市部の小規模配送センター、モバイルプラットフォ

 
33 Vietnam Briefing (2023) <アクセス> 

ームやリアルタイム追跡、ルート最適化などの発展

が予想されている。 

• コールドチェーン：冷凍冷蔵物流は、輸出・国内

市場における水産物、果物、野菜、医薬品の強い

需要に支えられ、成長している。業界は小規模事

業者が多いが、Lineage Logistics（拡大中の

外資）、Transimex（南部の国内事業者）、

ABACooltrans などの大手がある。市場規模は

1.63–2.11 億ドル（2023 年）34で、2029 年

に 2 倍以上に増加すると予測されている。一方で、

設備・技術は国際水準に追いついていない（次節

参照）。 

主要事業者 

34 GII Global Information (2024) <アクセス> 

77.7 78.5 79.0 79.0 80.3 78.5 78.9 78.8

16.8 16.4 16.0 15.9 14.9 16.3 16.1 15.9
5.1 4.8 4.6 4.7 4.3 4.8 4.8 5.0
0.4 0.4 0.3 0.3 0.4 0.3 0.2 0.2

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

道路 

内陸水路 
海港 
その他 
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業界は貨物輸送、倉庫、サードパーティ・ロジスティクス、

コールドチェーンや電子商取引配送といった専門サービ

スに分化している。拠点はハノイとホーチミン市が多いが、

港湾・道路・鉄道の整備が進み、地方にネットワークが

拡大している。数百の中規模地元企業が国内外の大

手企業と激しく競争し、中小企業は柔軟性や地元知

識を活かす一方、大手企業は IT を活用した総合的な

ソリューションを提供している。 

主要企業は Vietnam Post、Viettel Post、VIMC、

Transimex、Bee Logistics、Indo Trans、

Vinafreight な ど の 国 内 企 業 、DHL、Kuehne 

+Nagel、DB Schenker、Expeditors のような国際

大手である。 

主要事業者 

No 会社 国 設立 本社 概況 

1 Transimex ベトナム 1983 ホーチミン市 株式会社形態の老舗。複合輸送、ICD、倉庫 

2 Schenker ドイツ 1991 ハノイ 国際航空/海上貨物、陸上輸送、契約物流 

3 Vietnam 

Maritime Corp 

ベトナム 1995 ハノイ 国有持株会社であり、海上輸送・港湾運営管

理。ハイフォンや HCMC などの主要港を所有 

4 Vinafreight ベトナム 1997 ホーチミン市 航空・海上貨物輸送、定期船代理店業務、倉庫

業務 

5 Viettel Post ベトナム 1997 ハノイ 郵便、宅配便・EC デリバリー大手。Viettel 

Group。全国規模の営業ネットワーク 

6 Do Trans 

Logistics 

ベトナム 1999 ホーチミン市 大手フォワーダー・GSA（航空輸送代理）。航

空・海上・鉄道・陸上など統合物流、デジタルプラッ

トフォーム対応 

7 Bee Logistics ベトナム 2004 ホーチミン市 海上・航空貨物輸送、通関業務、トラック輸送、

エクスプレス・サプライを提供する民間 3PL プロバイ

ダー。海外に広く拠点を展開 

8 Vietnam Post ベトナム 2007 ハノイ 郵便通信グループ傘下の国有企業であり、全国

規模で郵便、配送、物流サービスを提供。ラストマ

イル配送も担う 

9 DHL ドイツ 2008 ホーチミン市 国際航空・海上貨物輸送・通関サービス 

10 Expeditors  アメリカ 2013 ホーチミン市 グローバル海上航空貨物輸送、通関業務、サプラ

イチェーンマネジメント機能の提供 

資料：B&Company 分析 

物流分野における M&A は 2023 年から 2024 年に

かけて活発な状況が続いており、投資規模も拡大して

いる（2024 年初 9 か月間で 5,630 万ドル）。投資

対象は倉庫や産業物流（サードパーティ・ロジスティク

ス、配送、コールドチェーン）、港湾・内陸コンテナデポ

などである。 
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物流施設 M&A の例 

No 投資対象 投資家 投資額 期間 内容 

1 D PROJECT 

TAN DUC 2

（ロンアン） 

大和ハウスロジステ

ィクストラスト 

（日本） 

2,650 万ドル 2024

年 7 月 

冷蔵倉庫の取得（同 REAT のベトナ

ム初案件） 

2 ビンズオン省・フ

ンエン省の物流

施設 2 件 

Mapletree 

Logistics Trust

（シンガポール） 

5,000 万ドル

超 

2024

年 3 月 

VSIP II（ビンズオン）、イエンミー工業

団地（フンエン）のグレード A 倉庫 2

棟取得  

3 カイメップチーバ

イ LNG ターミナ

ル 

AG&P LNG 

（シンガポール） 

約 5 億ドル規

模 案 件 の

49％持分 

2024

年 3 月 

ハイ・リン社から取得。年 300 万トン規

模の LNG 受入基地（物流の他、エネ

ルギープラント機能含む） 

4 SK Logistics

（ベトナム）と

合弁設立 

Lineage 

Logistics 

（米国） 

NA 2023

年 8 月 

ハノイ・ホーチミン市における冷蔵倉庫

容量拡大のため、SK 社の施設の持分

を取得 

5 Sotrans（ベト

ナム）の少数株

式を取得 

PSA 

International

（シンガポール） 

NA 2023

年 5 月 

港湾・内陸コンテナデポ・フォワーディング

ネットワークを強化 

6 物流施設 3 物

件（バクニン・ビ

ンズオン） 

Mapletree 

Logistics Trust

（シンガポール） 

9,500 万ドル 2022

年 1 月 

バクニン省・ビンズオン省に所在する物

流倉庫 3 件から成るポートフォリオを一

括取得 

7 Yen Phong 工

業団地内物流

施設（バクニン

省） 

Boustead 

Projects 

（シンガポール） 

690 万ドル 2021

年 1 月 

KTG Bac Ninh Industrial 

Development の 49％株式を取得

し、イェンフォン工業団地内の物流倉庫

プロジェクトに参入 

資料：各種報道

市場動向 

国家的な物流インフラ整備が様々な輸送手段で進ん

でいる。デジタル化、官民パートナーシップが重視されて

おり、接続性と効率性が大きく向上しようとしている。ラ

ックフエン深水港（ハイフォン）は12バース、最大年間

600 万 TEU へと拡張中である。ロンタイン国際空港に

は 136 ヘクタールの物流・保税エリアが整備され、ドン

ナイ・ビンズオンに接した航空貨物ハブ拠点となる。ベン

ルック・ロンタイン間やハイフォン・クアンニン間などの最近

の高速道路は、工業団地と深海港の輸送時間を短

縮しサプライチェーンのボトルネック解消に寄与している。 

ロンタイン空港は、2026 年 6 月の商業運航開始に

向けて最終整備が進められている 

 

資料：Baophapluat 
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環境への懸念が、グリーン物流を促進している。ハノイと

ホーチミン市では、中心部でのガソリン車規制を試験的

に導入し、バイオ燃料や電動車両への転換を推進して

いる。物流・EC 企業は、電動配送のバイクやトラックの

試験運用を行っており、倉庫では太陽光パネルや LED

照明の導入が進んでいる。これらの施策は、低排出・

省エネルギー型輸送を推進する国のグリーン成長戦略

に対応している。港湾も取組を進めており、Cat Lai 港

ではディーゼル駆動の荷役機器を電動に置き換え、年

間 150～200 万ドルの燃料コスト削減を実現した35。 

FTA（AEC、EVFTA、CPTPP、RCEP など）は、国

境を越えた物流効率の向上を促している。これらの協

定により、多くの品目で関税が撤廃・削減され、税関

手続の簡素化や電子通関、原産地規則の統一が進

み、越境取引にかかるリードタイムとコストが着実に低下

している。さらに、物流サービス市場の段階的な開放や

基準・規格の統一が進むことで、域内でのネットワーク

構築やハブ拠点の再編が加速し、3PL・4PL など高度

な物流サービスへの需要拡大にもつながっている。 

  

 
35 Vietnam Logistics (2025) <Access> 
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教育産業は、強い需要、増加する中間層、民間参入の奨励によって、新たな発展段階に入っている。公立校が基

盤となる一方で、民間セクターは K-12（小学校から高校まで。K はキンダーで日本でいう幼稚園の年長）から職

業訓練まで多様な選択肢を提供し、急速に拡大している。教育テクノロジーの進化は従来モデルを超えるダイナミッ

クな学習環境を創出、投資とイノベーションの機会をもたらしている。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

幼稚園 千 15.0 15.5 15.3 15.3 15.2 

普通学校(小中高等) 千 26.3 26.2 26.1 25.9 25.7 

職業教育機関 千 3.0 3.0 2.8 2.7 2.5 

大学 校 237 241 242 242 243 

教育企業 千 16.6 17.4 18.8 21.4 NA 

教育支出 十億ドル 10.3 10.1 10.6 12.1 13.0 

FDI 流入 百万ドル 109 512 254 48 40 

資料：統計総局 

規制 

教育分野は完全な外資所有が認められている。外国

投資家は運営ライセンスを取得し、国内の教育基準を

遵守する必要がある。政令 86/2018 の下では、幼稚

園・義務教育で外国カリキュラムを提供する外資系学

校は、ベトナム人学生を 50%まで受け入れることが認

められている。 

しかし、「インターナショナルスクール」と称していても、法

的には外資系学校ではなく、ベトナム資本の私立校

（バイリンガル校・連携プログラム校）として登録されて

いるケースが多い。その場合、政令 86 が規定するベト

ナム人学生比率 50％上限の対象外となるため、実際

の在籍者の 80～95％をベトナム人が占める学校も少

 
36 Vietnam Briefing (2024) <アクセス> 

なくない。「international」や「academy」などの名称

を用いたブランディングが広く行われており、保護者から

見ると同じようにインターナショナルスクールに見えるのに、

法的区分と適用規制は学校ごとに全く異なっている場

合がある。 

政府は民間・外資参入を積極的に奨励している。決

議 35/2019 は民間教育機関のシェア拡大を目指し

ている（2025 年までに全体の 13.5%。就学前教育、

一般教育、高等教育・職業訓練など)36。主要な法律

は、2019 年教育法（私立学校の形態の自由化）、

2020年投資法、新たな政令124/125である。登録

プロセスは依然として多段階（IRC、ERC、運営ライセ

教育市場 

< > 

https://www.vietnam-briefing.com/news/foreign-investment-scope-in-vietnams-school-education-sector.html/
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ンス）であるが、2024～25 年の改革により承認手続

の簡素化が目指されている。 

市場概要 

教育システムの基盤は公共部門が担っており、基礎教

育はほぼ普及している。初等教育修了率は 98％を超

え、すべての省で十分な教育水準が確保されている。

2024-2025 学年度で、およそ 12,000 校の小学校、

8,500 校の中学校、2,400 校の高等学校、2,900

校の一貫校（小中・中高・小中高など）がある。これ

らの大部分は国民に開かれている。  

私立・インターナショナルスクールも着実に人気を高めて

おり、割合は小さいものの、存在感を増している。

2024-2025 年度には約 2％の中高生、約 10％の

小学生が非公立校に通学している。幼稚園・大学で

は約 19～26％を非公立機関が占めている。 

学生数（2024-2025 年） 

単位：％ 

 

資料：統計総局、教育訓練省

一方、多くのベトナム人が留学している。2025 年には

約 25 万人が高校、大学、大学院レベルで海外留学

をしており、国際的な進路に対する強い需要が伺える。

主な留学先は日本（約 44,000 人）、韓国（約

43,300 人）、オーストラリア（約 33,000 人）、アメ

リカ（約 31,300 人）、台湾（約 27,400 人）であ

る37。 

家庭は教育に多額の投資を行っている（世帯支出の

24％が教育に充てられている38 ）。初等中等レベルで

は主要なのは授業料である。準私立校（政府資金、

他の資金双方に依存している教育機関)も存在する。

 
37 Lao Cai News <アクセス> 

高等教育では、習い事、試験対策、私立大学学費が

大きい。習い事の中では英語学習は特に多く、数百の

私立語学センター（ILA、Apollo、VUSなど）が存在

する。保護者は英語の流暢さを重要なスキルと考えて

いる。STEM・ITトレーニングも需要があるs。市場の成

長要因には、拡大する中間層、IT に精通した若年層、

そして政府インセンティブ（税制優遇など）が挙げられ

る。 

 

 

38 Hanoi Times (2022) <アクセス> 

74
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81

26
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教育分野企業の売上高 

単位：10 億ドル 

 

資料：B&Company 企業データベース 

学校における STEM 教育 

 

資料：FPT School 

課題にも直面している。主要都市では、私立・インター

ナショナルスクール間の競争が激化しており、ハイエンド

市場の飽和を招いている。運営コストの高さや価格面

での圧力により、規模の小さい学校のいくつかは閉鎖縮

小を余儀なくされている。インターナショナルスクールの授

業料は年間5,000～20,000ドルにもなり、大多数の

家庭にとって手の届かない水準である。一方、質にはば

らつきがあり、教員資格やカリキュラムの一貫性は不足

している。都市部と地方の格差、教員不足、より強固

な品質保証の必要性といった課題も引き続き懸念され

ている。 

近年、教育分野は記録的な投資を集めている。2025

年 ADB は VinSchool へのサステナビリティ連動型ロー

ン 1.5 億ドル39をとりまとめた。 

主要事業者 

民間事業者は、VinschoolやEdufitといった高級K–

12 一貫校、Apollo、ILA、British Council、IDP な

どの英語・資格テスト・留学プラットフォーム、FPT 大学、

RMIT、Vin 大学など高等教育システム、の三つに分

類される。幼稚園から大学までの一貫した進路を敷くと

いうニーズに対応するため、米国、英国、オーストラリア

の教育機関と提携したり、グループ企業からの強力な

支援を活用し展開を拡大する動きが見られる。市場は

より高価格帯の課程や垂直統合に向かっているが、中

堅の K–12 事業者にも成長の余地がある。 

主要事業者 

No 会社 国 設立 本社 概況 

1 Vinschool ベトナム 2013 ハノイ Vingroup が運営する K–12 校。西洋式カリキュ

ラム、CIS 認定 

2 Vin 大学 ベトナム 2018 ハノイ Vingroup が出資し、Temple University（米

国）と提携して設立された私立の非営利研究大

学。工学、IT、ビジネスに重点。2020 年に最初

の学生を受入 

 
39 ADB (2025) <アクセス> 

1.2 1.5 1.9 1.8 2.2
2.9

5.7

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
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3 FPT Education ベトナム 1999 ハノイ FPT の子会社。FPT 大学、FPT High School、

各種訓練機関（IT、外国語、職業訓練）等。

海外大学（Greenwich 大等）と提携 

4 Edufit 

Education 

ベトナム 2011 ハノイ デューイ・インターナショナル・スクール（K–12）、

サクラ・モンテッソーリ（幼児教育）を運営。2019

年に 3,400 万ドルを調達 

5 EQuest 

Education 

ベトナム 2003 ホーチミン市 民間教育コングロマリット。英語指導、国際的 K–

12 校、Broward College Vietnam を通じた

米国学位プログラム 

6 Apollo English 英国 1994 ホーチミン市 最大規模の英語教育センター。対象は子供、ティ

ーンエイジャー、大人の全世代。グローバルカリキュ

ラムと広範な教室網 

7 ILA

（International 

Language 

Academy） 

ベトナム 1993 ホーチミン市 英語教室のパイオニア。K–12 英語プログラム・海

外留学カウンセリングを提供。数十校を展開 

8 British Council 英国 1993 ハノイ 英国の文化教育機関。英語試験（IELTS）・

語学コース、芸術、教師研修、コンサルティングサ

ービスを提供。国際教育協力の拠点 

9 RMIT 

University 

オースト

ラリア 

2000 ホーチミン市 メルボルンの同大学の分校。デザイン、ビジネス、

IT、エンジニアリング学部。ホーチミン市、ハノイ、ダ

ナンにキャンパス。学生数は 12,000 人以上

（2024 年時点）；ベトナム初の外国大学 

10 IDP Education オースト

ラ リア 

1996 ホーチミン市 複 数 拠 点 で 、 海外留学斡旋・英語試験 

（IELTS）、118 留学支援を実施 

資料：B&Company 分析

市場動向 

市場参入：豪Western Sydney大（ハノイ、2023

年）、Greenwich Vietnam（英 Greenwich 大と

FPT 大による共同プログラム）、早大・日越大のダブル

ディグリーなど、国際的な教育機関がベトナムに進出し

ている。Vinschool、Edufit、EQuest などの国内企

業も、各省で教室を拡大し、バイリンガル授業や国際カ

リキュラムを広めている。教育分野は多様化、競争、民

間企業へとシフトしている。 

 
40 Statista (2024) <アクセス> 

EdTech：パンデミックはオンライン学習とエドテック投

資を加速させた。e ラーニング市場は 2023 年 3.3 億

ドル、前年比+15% 40 だった。2023 年だけでも

EdTech スタートアップには数十の投資家からの数百

万ドルの投資が流入した。 

インターネット普及率の上昇（79％）41、IT リテラシー

向上がデジタル教育（アプリ、オンラインチュータ、コーデ

ィングプラットフォーム）を普通にした。注目事業者は、

TOPICA EdTech Group（オンライン学位プログラ

41 Data Reportal (2024) <アクセス> 
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ム・企業向け研修）、Elsa Speak（AI ベースの英語

発音アプリ）、Vuihoc.vn、Marathon Education

（K–12 向け チュー タリング プラ ット フォ ーム ） 、

Edmicro（アダプティブラーニング、データ駆動型評価

ツール）などである。 

学校や語学センターは、統合 IT システムを採用してい

る。L 収益 M マネジメント S 学習管理システム（LMS）

とも呼ばれる。VNPT、FPT、CMC など大手 IT 企業が、

統合型デジタル教育システムを開発している。 

国際学校・私立学校：外国のカリキュラムを採用した

K–12 学校やバイリンガル課程入学者数は、特にハノ

イとホーチミン市で増加している。主要な外国校には、

Canadian International School (CIS) や 、

EQuest 傘下 の オー スト ラ リ ア 系 St. Nicholas 

schools などがある。ベトナムはまた、トップ大学の分校

誘致も目指しており、たとえば政府の 2030 年戦略で

は「著名な外国大学」のキャンパス設立を奨励している。

同時に、多くのベトナム企業（多くはコングロマリット傘

下）が、中間層の需要拡大を捉えるために私立アカデ

ミーを開設している。市場調査によると、非公立学校を

認める政策に対応し、新たな私立学校の登録数が、

2020 年代初頭、急増している。 

言語・スキル教室需要:グローバル化と知識経済の進

展により、英語・職業スキルに対する需要が高まってい

る。保護者は放課後の語学コースに多額の支出を続

けており、語学センター（例：ILA、Apollo、British 

Council）は人気がある。また、STEM や技術教室へ

の需要も増加しており、多くの学生がコーディングブート

キャンプやロボティクスクラブに参加したり、国際認定のた

めの専門的な試験対策コースを受講している。このよう

な実践的かつグローバルに通用するスキルへの関心の

高まりが、教育環境を再構築している。教育機関はバ

イリンガル教育、デジタル教育、スキルベースの学習プロ

グラムの拡充を促されている。 

英語は小学校 3 年生から一般教育課程の必修科目

となっている。しかし実際には、すべての教員が求められ

る基準を満たしているわけではなく、生徒側も授業内

容についていけないケースがある。EdTech Agency に

よると、CEFR（ヨーロッパ言語共通参照枠）で B1

（中級：日常的な話題で基本的な意思疎通ができ

るレベル）に到達している生徒は約 58％で、B2（中

上級：より複雑な内容でも比較的流暢に理解・表現

できるレベル）に到達しているのは 5％**にとどまる。さ

らに、海外留学需要の高まりにより、ビザ取得や入学

試験に必要な英語力へのニーズも拡大している。 

日本語についても同様の傾向が見られ、国際交流基

金等の調査では、ベトナムの日本語学習者数は2021

年時点で約 17 万人に達し、世界有数の規模となって

いる。2019 年時点で日本に留学するベトナム人学生

は約 7 万 3 千人と、全外国人留学生の約 4 分の 1

を占め、日本留学や日系企業就職を目的とした学習

ニーズも大きい。こうした背景から、英語だけでなく日本

語を対象とした塾・語学センターやオンライン学習サービ

スなど、多様な外国語学習に対する需要が一段と拡

大している。 

一方で、2024 年の K-12（小学校から高校まで）の

生徒数は約 2,320 万人であり、大学・短期大学の学

生数（約 200 万人）の約 10 倍にのぼる。一般教

育課程（2018 年）では、12 年生の生徒が B1 レベ

ルの語学力を達成することが求められている。大学でも

多くの学生が B1 レベルの達成を期待されているが、こ

れは高校卒業時に到達しているべきレベルである。先に

述べた K-12 の生徒向けの補習や追加教育が、大学

よりもはるかに高いレベルの学習内容となってしまってい

る。

< > 
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[スペシャルトピック] 

E ラーニングの台頭 
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作物栽培、畜産、水産業、林業など、１次産業はこの国の基盤である。GDP の 12％を占め、数百万人の生計を

支えている。経済の主力が工業・サービスへ転換する中でも、堅調に推移し、農産物輸出は大幅に成長している42 。

水産物、米、コーヒー、果物、ゴムなどが特に強い。FDI 増加やハイテク・有機・持続可能農業の推進施策を追い風

に、伝統的農村から現代的な農業経済への移行が注目される。 

 

基本統計 

指標 単位 2020 2021 2022 2023 2024 

農林水産物輸出額 十億ドル 41 49 53 53 63 

農林水産物輸入額 十億ドル 12 19 22 18 24 

農場数 千 23.7 23.8 24.1 24.9 26.1 

米生産 百万トン 42.8 43.9 42.7 43.5 43.5 

主要家畜生産－豚、家禽、牛 百万トン 6.3 6.8 7.2 7.7 8.2 

水産物生産 百万トン 8.6 8.8 9.1 9.4 9.7 

農業企業数 千社 11.4 12.0 12.1 12.2 NA 

農林水産業 FDI 流入 百万ドル 229 161 74 69 78 

資料：統計総局 

規制 

農林水産業は厳しい規制業種だが、近年では投資誘

致のため規制は緩和されている。植物・家畜生産は条

件付事業リストに含まれる。投資家は投資ライセンスを

取得し、業界特有の要件（事業規模や技術など）を

満たす必要があるが、外資上限は課されていない。土

地法（2013 年）では外国企業が農地を所有するこ

とを禁止しており、外国投資家は現地法人を設立した

後、その法人が国から土地を借りなければならない43

（多くの場合、長期契約になる）。 

 
42 VOV (2024) <アクセス> 
43 Vietnam Briefing (2023 <アクセス> 
44 Viet Nam Government Portal (2022) <アクセス> 

2020年投資法・関連政令では、農業への優遇がある。

例えば政令 57/2018 は、新規農業投資への税金・

手数料免除や、補助金付融資を定めている。特定の

農村開発基準を満たす案件は、インフラ（水道・電力

など）費用免除や省市の資金提供を受けることができ

る。政府の「持続可能な農業戦略 2021–2030」

（Decision 150/QĐ-TTg）は、付加価値を高める

ハイテク、有機、クリーン農業推進を定めている44 。これ

らの政策は、生産近代化、食品安全性向上、農家を

グローバルバリューチェーンへとつなげることを目指してい

る。 

農林水産 

< > 

https://vovworld.vn/vi-VN/kinh-te/viet-nam-nam-trong-nhom-15-quoc-gia-xuat-khau-nong-san-lon-nhat-the-gioi-1294661.vov
https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnam-agricultural-products.html/
https://chinhphu.vn/?pageid=27160&docid=205277
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市場概要 

農林水産業は経済の主要な柱である。GDP への貢献

度は減少傾向にあるが、2012 年から 2023 年まで年

平均成長率（CAGR）7.2%で成長を続け、2024

年には548億ドルに達し、GDPの12%を占めている。 

農業の GDP への貢献 

 

資料：統計総局 

2024 年の輸出は 630 億ドル超で、過去最高となっ

た。東南アジアで 2 位、世界 15 位で、貿易黒字は前

年比 11%増の 390 億ドルを記録した45。主要品目

は、水産物、果物・野菜、コーヒー、カシューナッツ、米

などである。 

主要輸出品目 

単位：十億ドル 

 

資料：統計総局 

 
45 Vietnam Organic Agriculture E-Magazine (2025) <

アクセス> 

34.4 36.0
40.4 42.8

45.6
48.8

54.8

12.3
11.8

12.7 12.6 12.0 12.0 11.7

0

10

20

30

40

50

60

70

0

2

4

6

8

10

12

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

0.7 0.9
1 0.9

1.3
2.7 3.1

4.1

4.2

5.6
3.1

3.3

3.5

4.7

5.7

0.2 0.2 0.2 0.2

0.3

8.4
8.9

10.1

8.9

10

2020 2021 2022 2023 2024

お茶 

胡椒 

コーヒー 
米 

水産物 

価値（10 億米ドル） 

割合（％） 

< > 

https://nongnghiephuuco.vn/xuat-khau-nong-san-viet-nam-nam-2024-thanh-cong-ruc-ro-4417.html


 

62 
 

農家の多くは小規模で家族経営が中心であり、平均

農地面積は小さく（約 2～5 ha)、細分化されている。

これを補う協同組合や契約農業が増加傾向にあるが、

規模の経済には限界がある。メコンデルタは主要地域

である（果物の 65%・養殖水産の 70%46）。畜産

は地理的により分散しており、豚や家禽の飼育は紅河

デルタ・中央高原が重要地域となっている。 

分野概況47: 

• 作物: 米は主食であり 2024 年、生産量は約

4,300 万トン、輸出量は約 900 万トンである。主

な換金作物は、コーヒー（輸出世界 2 位）、黒

胡椒、ゴム、カシューナッツ、熱帯果実などである。

2024 年輸出額は 8 つの品目がそれぞれ 10 億ド

ルを超えた。特に木材、水産物、米、野菜などは

30 億ドルを超えている。政府・民間部門は、高付

加価値野菜・有機果物（バナナ、ドラゴンフルーツ

など）の栽培強化、食品加工の高度化を図ってい

る。 

• 家畜: 2024 年、 豚肉は 500 万トン、家禽肉は

250 万トンに達し、前年比で 50 万トン増加した。

輸出は同年5億ドルに達した。乳製品も都市部の

需要増加により、2024 年には生乳生産が 12 億

リットルを超えた（年間成長率は平均 4～5％で、

特に 2022～2024 年には各年 5～6,000 万リッ

トル以上の大幅な増加が見られた）。畜産は商

業化が進んでおり、大手企業（多くは外国パート

ナーと提携）が豚、鶏、牛の近代的な農場を拡大

している。依然として数の上では家庭規模の豚・家

禽飼育が主流である。 

• 水産: 世界有数の輸出国である。総水産生産量

は 2024 年に約 960 万トン。エビ（輸出額 40

億ドル）・パンガシウスナマズ（20 億ドル ）は最

大の輸出品目である。メコンデルタ（の温暖な水

域）からが輸出の大部分を占めている。ロブスター、

カニ、観賞魚などは高付加価値のニッチ市場として

成長している。水産加工業者は、小規模な燻製

業者から大規模な輸出業者までさまざまであり、海

外の飼料や品種資源に依存している。 

主要事業者 

多数の小規模農家と少数の大手企業が混在している。

国内コングロマリット は乳製品、動物飼料、肥料などの

分野で強い。多国籍企業（Cargill、CP、Nestlé な

ど）は、加工・流通に多額の投資を行っている。競争

力は、生産性向上、技術導入、輸出品質基準達成

にかかっている。輸出の 80～90％は低加工の原材料

であり、物流やコールドチェーンの不足が利益を圧迫し

ている48 。付加価値製品化、ブランド化が引き続き重

要である。

主要事業者 

No 会社 設立 国 本社 概況 

1 Vinamilk 1976 ベトナム ホーチミン市 最大の乳製品加工業者（牛乳、ヨーグルト、ジュー

スなど）であり、粉ミルク・生乳でトップの市場シェア 

2 Masan 2004 ベトナム ホーチミン市 消費財で知られるコングロマリット。食品（例：Nam 

Ngu 魚醤、Chinsu チリソース）、インスタントコーヒ

ー（Vinacafé）などのブランドを所有し、家畜飼料

にも拡大 

 
46 VietnamPlus (2025) <アクセス> 
47 統計総局 (2025) <アクセス> 

48 Business Forum Magazine (2024) <Access> 

< > 

https://en.vietnamplus.vn/vietnams-agricultural-product-exports-shine-in-2024-post309907.vnp
https://www.nso.gov.vn/wp-content/uploads/2025/06/NGTK-Cuc-TK-2024_BQ.pdf
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3 CP 1993 タイ ドンナイ 動物飼料、家禽・豚飼育の老舗。大規模な統合型

農場・飼料工場を運営し、加工肉製品を国内で販

売 

4 Dabaco 1994 ベトナム バクニン 民間大手で、動物飼料を生産。豚や家禽の飼育、

肉製品の加工 

5 Loc Troi 1993 ベトナム アンザン 有数の稲種子・苗生産者・農薬メーカー 

6 HAGL 

Agrico 

2007 ベトナム ザライ Hoang Anh Gia Lai 傘下。中央高原でゴム、カシ

ューナッツ、果物（ロンガン、ドリアン）の大規模プラ

ンテーション 

7 TH Food 2009 ベトナム ゲアン 民間の乳製品・農業コングロマリット。ハイテク農場を

通じて TH True Milk・ヨーグルトを生産。品質向上

のため、バイオテクノロジー種子や有機農業にも投資 

8 Cargill 1995 米国 ホーチミン市 穀物加工工場、動物飼料工場を運営。注力分野

は家畜飼料、食用油、動物飼料流通 

9 Olam 1989 シンガポ

ール 

ホーチミン市 カシューナッツ、胡椒、コーヒー豆の輸出業者。農業、

生産、包装に投資 

10 Nestlé 1995 スイス ホーチミン市 乳製品、コーヒー（ネスカフェ）、ボトルウォーター、乳

児用調製粉乳を製造。食品加工分野に外国技術

を導入 

資料：B&Company 分析 

海外からの投資は引き続き増加している。2025 年初

頭までに、530 件を超える FDI 農業投資が実施され

た。総投資額は 38 億ドルで、FDI 全体の 1％を占め

ている。FDIは資金・ノウハウで事業形態の転換、製品

の多様化、輸出価値の向上に貢献している。 

CP Group（タイ）は豚肉・家禽業界をリードし、飼

料生産・種豚・雛の供給、肥育、屠畜・加工、さらには

ブランド製品としての流通・小売に至るまで一貫した垂

直統合型ビジネスモデルを構築している。Nestlé、

PepsiCo、Cargill も高度な加工・管理技術を導入し

ている。Nestlé の Nescafé 事業は、中央高原で毎

年 21,000 人以上のコーヒー農家と連携し、高収量で

病気に強い苗木を数百万本配布、再生型農業を推

進している。 

 
49 Vietnam.vn (2025) <アクセス> 

ばらばらな農家をグローバルバリューチェーンに取込むの

が課題である。多くの FDI 企業は信頼できる原材料供

給地域の囲い込みを図っている。協同組合（農家の

グループで土地、資源、交渉力を集約）・契約栽培

（農家は定められた基準の下で企業に製品を供給、

企業は購入・支援を保証）のモデルが拡大している。

2024 年、33,000 の協同組合があり前年から 4.7％

増加した。うち約 2,000 は高度な技術やデジタルツー

ルを導入し、トレーサビリティの強化や輸出体制の整備

を進めている49。さらに、政令第 98/2018/ND-CP で

は、生産を拡大し加工・市場需要への連携を目指して

おり、約 2,940 件の協力・連携プロジェクトが開始され

た。50 原材料の供給を集約し、品質基準を引き上げ、

農家と国内外市場をより直接的に結びつけている。 

50 Business Forum Magazine (2025) <アクセス> 

> 

< > 

https://www.vietnam.vn/en/ca-nuoc-co-hon-33-000-hop-tac-xa
https://thegioianh.diendandoanhnghiep.vn/liet-ket-5-nha-chien-luoc-phat-trien-ben-vung-chuoi-gia-tri-nong-nghiep/
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市場動向 

ＩＴ・機械化  

政府は農業の機械化を積極的に推進している。2022

年首相決定 858 は、2030 年までに農作業の 70％

を機械化する目標を設定した。小規模農家や協同組

合は、トラクター、収穫機、ドローンの利用を増やしてい

る。紅河デルタのコメ生産の一部では耕運のほぼ

100％、収穫の90％以上の機械化を達成した。生産

性が向上し、収穫後損失が削減されている51 。さらに、

トレーサビリティ（QR コード、ブロックチェーン、IoT を活

用）が急速に導入されている。ある調査では 80％の

消費者には、環境によく安全と確認された食品にプレミ

アム価格を支払う意向がある52。 

高付加価値・持続可能な農業 

高付加価値作物（有機野菜、GI 認証のコーヒーや

果物など）や気候変動に配慮した農業への注目が高

まっている。「グリーン農業」（有機肥料や環境配慮の

害虫防除など）も浸透しつつある。輸出志向の生産

者は、プレミアム市場へのアクセスを目指し、認証取得

に注力している（GlobalGAP、ISO、有機認証：EU 

Organic、JASなど。合成化学物質を避け、天然の肥

料や防除方法を使用）。畜産では、大規模農場が高

度なバイオセキュリティや廃棄物処理を導入している。

水産養殖では、環境負荷を軽減するため沖合ケージ

や循環システムへの移行が進んでいる。 

スーパーで販売されるオーガニック野菜 

 

資料：VnEconomy 

課題は生産者の分散、インフラの未整備、気候リスク

である。小規模農家が点在することで品質管理やトレ

ーサビリティ、認証取得のコストがかさみ、コールドチェー

ンや検査体制、集出荷拠点の不足が高付加価値農

産物の安定供給を妨げている。加えて、洪水・干ばつ・

塩害など気候変動は収量と品質の不確実性を高めて

いる。こうした中、業界は精密農業やデジタルプラットフ

ォームの活用、共同認証・共同出荷の仕組み、金融

機関や流通企業とのパートナーシップを通じて、サプライ

チェーンの効率化とレジリエンス強化に取り組んでいる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 
51 B&Company (2024) <アクセス> 52 B&Company (2025) <アクセス> 

< > 

https://b-company.jp/mechanization-in-small-scale-agriculture-in-vietnam/
https://b-company.jp/traceability-in-vietnams-agriculture-challenges-and-opportunities/
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[スペシャルトピック]  

オーガニック食品市場：サプライチェーンの統合と消費者信頼が課題 

 

[スペシャルトピック] 

 森林炭素クレジット 

 

こちらの内容をご覧になるには、こちらをクリックして無料で完全版レポートをダウンロードしてください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

< > 

https://b-company.jp/ja/vietnam-business-whitebook-2025/
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AirData360 について― ベトナムで高まる大気質把握の必要性 

 

ベトナムでは、大気汚染が主要都市を中心に深刻化しています。2023 年には、同国が東南アジアで 2 番目、世

界で 22 番目に大気汚染が深刻な国と報告され、特にハノイは、世界の首都の中でも汚染度の高い都市の一つに

数えられています。B＆Company が全国の大気測定データを分析したところ、2025 年前半のハノイでは大気質が

「良好」と評価された日は全期間の約 3 分の 1 にとどまりました。  

こうした状況を踏まえ、いつ・どこで汚染が強まりやすいか、傾向を把握できる仕組み AirData360 を作ることとなりま

した。 

 

想定利用者 日常生活で大気質を確認したい人、教育・医療分野の関係者、研究者、行政担当者など、さま

ざまな立場の利用者を想定。 

• 一般市民：現在の汚染状況を確認し、外出前に健康上の注意点を把握 

• 保護者・介助者：子どもや高齢者、呼吸器疾患のある人の見守りにあたり、汚染が強い日

に関する助言を取得 

• 環境分野の研究者・行政担当者：過去データや傾向の分析を通じ、研究や政策立案に活

用 

表示言語は 3 言語（ベトナム語・日本語・英語） に対応。 

主な機能と

サービス 

• リアルタイム・過去の大気質データ 

全国の観測所から更新される AQI（大気質指数）を扱い、過去データを確認できる。目の

前の状況を追うだけでなく、季節等も加味した長期的な傾向を把握可能。 

• インタラクティブな地図・可視化 

ベトナム全域の汚染のホットスポットや相対的に空気がきれいな地域を表示。色分けしたチャ

ートやヒートマップで時間の経過に伴う変化を表示。 

 

< > 

https://airdata360.com/ja
https://airdata360.com/ja
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2025 年 1 月 1 日～11 月 7 日のホーチミン市（HCMC）大気質ヒートマップ 

 

リアルタイムの大気質情報は airdata360.com から無料でご覧ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

> 

https://airdata360.com/
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